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■ 市会の動き 

 

８  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

3 月  総務消防委員会  

4 火  文化環境委員会 京都党市議団議員会 

5 水  教育福祉委員会  

6 木  まちづくり委員会（視察） 日本共産党市議団議員会 

7 金  産業交通水道委員会  

17 月   京都党市議団議員会 

18 火  文化環境委員会（視察）  

19 水  教育福祉委員会 日本維新の会市議団議員会 

20 木  まちづくり委員会 日本共産党市議団議員会 

21 金  産業交通水道委員会  

24 月  総務消防委員会  

27 木   日本共産党市議団議員会 
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９  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

1 火   公明党市議団議員会 

2 水   日本維新の会市議団議員会 

3 木   日本共産党市議団議員会 

7 月  総務消防委員会  

8 火  文化環境委員会 日本共産党市議団議員会 

9 水  教育福祉委員会（視察）  

10 木  まちづくり委員会 日本共産党市議団議員会 

11 金  産業交通水道委員会  

14 月 

 

市会運営委員会 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

15 火   自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

16 水   自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

17 木 
 

 京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

18 金  市会運営委員会 日本共産党市議団議員会 

23 水 本会議 予算特別委員会 

予算特別委員会合同分科会 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

24 木  予算特別委員会第 1 分科会 

予算特別委員会第 2 分科会 

予算特別委員会第 3 分科会 

市会運営委員会理事会 

自民党市議団議員会 

 

25 金 

 

 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

28 月  予算特別委員会 

市会運営委員会 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 
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29 火 本会議 決算特別委員会 

決算特別委員会合同分科会 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会

京都党市議団議員会 

30 水 本会議  自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 
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１０  月 
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

1 木 本会議  自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

2 金 

 

決算特別委員会 日本共産党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

5 月 

 

決算特別委員会第 1 分科会 

決算特別委員会第 2 分科会 

決算特別委員会第 3 分科会 

日本維新の会市議団議員会 

6 火 

 

決算特別委員会第 1 分科会 

決算特別委員会第 2 分科会 

決算特別委員会第 3 分科会 

日本維新の会市議団議員会 

7 水 

 

決算特別委員会第 1 分科会 

決算特別委員会第 2 分科会 

決算特別委員会第 3 分科会 

自民党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

8 木  決算特別委員会第 1 分科会 

決算特別委員会第 2 分科会 

決算特別委員会第 3 分科会 

日本維新の会市議団議員会 

9 金 

 

決算特別委員会第 1 分科会 

決算特別委員会第 2 分科会 

決算特別委員会第 3 分科会 

自民党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

12 月 

 

決算特別委員会第 1 分科会 

決算特別委員会第 2 分科会 

決算特別委員会第 3 分科会 

日本維新の会市議団議員会 

13 火   日本共産党市議団議員会 

15 木 

 

 公明党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

16 金 

 

決算特別委員会 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

19 月 
 

決算特別委員会 日本共産党市議団議員会 

京都党市議団議員会 

20 火 

 

総務消防委員会 

教育福祉委員会 

まちづくり委員会 

 

21 水 

 

文化環境委員会 

産業交通水道委員会 

市会運営委員会理事会 

 

22 木 

 

 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

23 金 

 

 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 
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26 月 

 

市会運営委員会理事会 

総務消防委員会 

教育福祉委員会 

まちづくり委員会 

産業交通水道委員会 

決算特別委員会 

市会運営委員会 

自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 

 

27 火 本会議 市会運営委員会理事会 自民党市議団議員会 

日本共産党市議団議員会 

公明党市議団議員会 

民主・市民フォーラム市議団議員会 

京都党市議団議員会 

日本維新の会市議団議員会 
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■ 市会本会議 

 

 定例会（９月市会） 

会議の日時 9月23日（水）  開議 午前10時01分  延会 午前11時03分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

 

日程第1    陳情の回付 

 

日程第2～74 （議第79号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定 ほか72件） 

        1 市長，副市長提案説明 

        2 予算特別委員会設置，付託の動議 平山 たかお 議員 

（議第116号～119号 4件） 

日程第75   （山科区，西京区選挙管理委員及び補充員の選挙） 

 

日程第76   （淀川・木津川水防事務組合の議会の議員の選挙） 

 

延会宣告 

 

 定例会（９月市会） 

会議の日時 9月29日（火）  開議 午前10時01分  散会 午前10時42分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

 

日程第1    陳情の回付 

         

日程第2～51 （議第79号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定 ほか49件） 

        1 常任委員会付託（別記1） 

 

日程第52～70 （報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件） 

        1 決算特別委員会設置，付託の動議 平山 たかお 議員 

 

日程第71   （議第116号 2年度一般会計補正予算 ほか3件） 

1 予算特別委員長報告（ 井 あきら委員長） 

原案可決 

           議第116号に1個の付帯決議を付す 
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2 討論 

⑴ 議第116号～119号  さくらい 泰広 議員 

⑵ 議第116号     山 本 陽 子 議員 

⑶ 議第116号     松 田 けい子 議員 

⑷ 議第116号     菅 谷 浩 平 議員 

 

        3 表決 

⑴ 議第116号～119号 簡易 

        ⑵ 付帯決議     簡易 

 

散会宣告 

 

 定例会（９月市会） 

会議の日時 9月30日（水）  開議 午前10時01分  散会 午後4時54分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

日程第1   陳情の回付 

 

一般質問 ⑴ 市政一般について  中 村 三之助 議員 

     ⑵ 市政一般について  西 村 義 直 議員 

     ⑶ 市政一般について  みちはた 弘之 議員 

     ⑷ 市政一般について  森 田  守  議員 

     ⑸ 市政一般について  西 野 さち子 議員 

     ⑹ 市政一般について  河 合 ようこ 議員 

     ⑺ 市政一般について  やまね 智 史 議員 

 

散会宣告 

 

 定例会（９月市会） 

会議の日時 10月1日（木）  開議 午前10時01分  散会 午後4時25分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

日程第1   請願の付託及び陳情の回付 

 

一般質問 ⑴ 市政一般について    田 孝 雄 議員 

     ⑵ 市政一般について  かわしま 優子 議員 

⑶ 市政一般について  兵藤 しんいち 議員 

⑷ 市政一般について  安 井 つとむ 議員  
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⑸ 市政一般について  小 島 信太郎 議員 

⑹ 市政一般について  森   かれん 議員 

⑺ 市政一般について  神 谷 修 平  議員 

⑻ 市政一般について  くぼた まさき  議員 

⑼ 市政一般について  宇佐美 賢 一 議員 

 

散会宣告 

 

 定例会（９月市会） 

会議の日時 10月27日（火）  開議 午前10時01分  散会 午後1時47分 

開議宣告  

会議録署名者の指名  

諸般の報告    議案の撤回（議第84号 保育所条例の一部を改正する条例の制定 ほか1件の撤

回を承認） 

日程第1       陳情の回付 

 

日程第2    請願審査結果（総務消防委員会 165件不採択） 

        1 討論           山田 こうじ 議員 

        2 表決           起立（自，公，民，京，維，無） 

 

日程第3   （議第79号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定 ほか2件） 

1 総務消防委員長報告（井上けんじ委員長） 

［原案可決］ 

2 表決 

        ⑴ 議第79号及び80号      起立（自，公，民，京，維，無） 

        ⑵ 議第88号             簡易 

 

日程第 4   （議第 82 号 特別養護老人ホーム条例の一部改正 ほか 32 件） 

        1 教育福祉委員長報告（さくらい 泰広委員長） 

                   原案可決 

          議第 122 号～134 号に 1 個の付帯決議を付す 

2 討論 

        ⑴ 議第 113 号         宇佐美 賢一 議員 
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3 表決 

        ⑴ 議第 82 号，83 号及び 122 号～134 号               

                        起立（自，公，民，京，維，無） 

        ⑵ 残余の議案（18 件）   簡易 

⑶ 付帯決議        起立（自，公，民，京，維，無） 

 

日程第5   (議第86号 地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部改正 

ほか9件） 

        1 まちづくり委員長報告（中野 洋一委員長） 

         ［原案可決］ 

        2 表決 

⑴ 議第87号及び120号 起立（自，公，民，京，維，無） 

⑵ 残余の議案（8件） 簡易 

 

日程第 6    （議第 89 号 特定環境保全公共下水道公債償還基金条例の廃止） 

        1 産業交通水道委員長報告（しまもと 京司委員長） 

         ［原案可決］ 

 

日程第 7   （報第 2 号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか 18 件） 

        1 決算特別委員長報告（ 井 あきら委員長） 

               報第 2 号～18 号   認定  

               議第 114 号及び 115 号  原案可決 

          報第 2 号に 2 個の意見を付す 

2 討論 

⑴ 報第2号及び4号 と が し    豊  議員 

        ⑵ 報第2号～14号 椋  田  隆  知  議員 

        ⑶ 報第2号                 こ う ち  大  輔  議員 

        ⑷ 報第2号～14号              兵  藤 し ん い ち  議員 

        ⑸ 報第15号～18号             山  本  陽  子  議員 

        ⑹ 報第2号～18号，議第114号及び115号    片  桐  直  哉  議員 

        ⑺ 報第2号～18号                       森    か れ ん  議員 

        ⑻ 報第15号～18号，議第114号及び115号   豊  田  恵  美  議員 

        ⑼ 報第15号～18号，議第114号及び115号   国  本  友  利  議員 
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 3 表決 

⑴ 報第2号 起立（自，公，民，京，無） 

⑵ 報第 4 号～7 号及び 15 号～18 号      起立（自，公，民，京，維，無） 

⑶ 残余の決算（8 件）                       簡易 

        ⑷ 議第 114 号及び 115 号                     簡易 

⑸ 付す意見                

①報第2号の2番目 起立（自，公，民，京，維，無）  

②報第2号の1番目              簡易 

 

日程第8,9   （市会議第9号 新型コロナウイルス感染症の影響下における公営企業の損失補

填を求める意見書 ほか1件） 

 

日程第 10 （市会議第 11 号 義務教育における 30 人学級の推進を求める意見書） 

 

日程第11   （市会議第12号 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化

に対し地方税財源の確保を求める意見書） 

 

日程第12   （市会議第13号 防災・減災，国土強靭化対策の継続・拡充を求める意見書） 

 

日程第13,14  （市会議第14号 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切な介護報酬へ

の改定を求める意見書 ほか1件） 

1 討論           

⑴  市会議第14号及び15号  鈴木 とよこ 議員 

2 表決             

⑴  市会議第15号      起立（共） 

⑵  市会議第14号      起立（自，公，民，京，維，無） 

 

日程第 15,16  （市会議第 16 号 地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書 ほか 1 件） 

        1 表決              起立（自，公，民，京，維，無） 

 

日程第 17     （市会議第 18 号 GIGA スクール構想への継続的な財政支援を求める意見書） 

1 表決              起立（自，公，民，京，維，無） 

 

散会宣告 
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（注）1 表中，自＝自由民主党京都市会議員団，共＝日本共産党京都市会議員団，公＝公明党

京都市会議員団，民＝民主・市民フォーラム京都市会議員団，京＝地域政党京都党市会

議員団，維＝日本維新の会京都市会議員団，無＝無所属を表す。 

   2 議事日程に挙がっていて，特に表決の記載のないものは，全会一致により簡易表決さ

れたものである。 
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                                     （別記1） 

 

議 案 付 託 表 

（令和２年９月２９日付託） 

付 託 委 員 会 議             案 

総 務 消 防 委 員 会 議第79号 京都市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定について 

議第80号 京都市地方独立行政法人の役員等の損害賠償責任の最低責任限度

額を定める条例の制定について 

議第81号 京都市市税条例の一部を改正する条例の制定について 

議第88号 京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

教 育 福 祉 委 員 会 議第82号 京都市特別養護老人ホーム条例の一部を改正する条例の制定について 

議第83号 京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための

措置に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

議第84号 京都市保育所条例の一部を改正する条例の制定について 

議第85号 京都市児童館及び学童保育所条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

議第90号～議第106号 指定管理者の指定について 

（子ども若者はぐくみ局関係）（17件） 

議第113号 訴訟上の和解について 

議第122号～議第134号 動産の取得について（13件） 

まちづくり委員会 議第86号 京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

議第87号 京都市市営住宅条例の一部を改正する条例の制定について 

議第107号 市道路線の認定について 

議第108号 市道路線の廃止について 

議第109号 訴えの提起について 

議第110号 訴えの提起について 

議第111号 訴えの提起について 

議第112号 訴えの提起について 

議第120号 崇仁市営住宅増築工事（崇仁南部新3棟及び新4棟（仮称）新築工

事）請負契約の変更について 

議第121号 下鳥羽市営住宅改修工事請負契約の変更について 

産業交通水道委員会 議第89号 京都市特定環境保全公共下水道公債償還基金条例を廃止する条例

の制定について 
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自由民主党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

9月30日 1 令和元年度決算を踏まえた今後の財政運営 

2 新型コロナウイルス感染症対策と京都経

済回復の両立 

3 コロナ禍における子どものストレス対策

と学校教育 

4 ワールドマスターズゲームズ2021関西の

開催延期 

5 次期京都市動物愛護行動計画の策定 

中村三之助議員 門川市長 

在田教育長 

〃 1 上下水道事業の今後の経営 

2 市バス・地下鉄の今後の事業運営 

3 国勢調査を活かしたまちづくり 

4 高齢者福祉施設利用と福祉施策の展望 

5 更生保護活動への支援 

6 今後の更なる地球温暖化対策の推進 

7 創造都市圏・環状ネットワーク 

8 西京区の地域活性化 

西村義直議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

 

〃 1 コロナ禍における防災対策 

2 次期京都市基本計画における少子化対策

の位置付け 

3 一人一台のPCを活用した教育の充実 

4 消防団員確保の取組と新型コロナウイル

ス感染症対策 

5 子育てに係るショートステイ事業の今後

の展開 

6 沿道飲食店等の路上利用に伴う道路占用

の取扱い 

みちはた弘之議員 門川市長 

鈴木副市長 

在田教育長 

〃 1 大型汎用コンピュータオープン化事業 

2 退職自衛官の京都市への採用 

3 府市協調 

4 災害に強い道路づくり 

5 林業振興 

6 過疎対策 

森田守議員 

 

門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

鈴木副市長 

 

 

■ 代表質問 

-13-



 

日本共産党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

9月30日 1 中小企業等の実態把握と支援強化 

2 持続可能な行財政審議会 

3 国への財政支援要請 

4 原発や火力発電による電力購入の中止 

5 避難所施設などにおける地中熱の活用 

6 地球温暖化対策条例の改正 

7 パートナーシップ宣誓制度の改善 

8 次期男女共同参画推進計画におけるジェ

ンダー平等 

9 ジェンダー平等の視点による避難所運営 

10 市営住宅ストック総合活用計画の見直し 

西野さち子議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

鈴木副市長 

別府文化市民局長 

鈴木都市計画局長 

 

〃 1 PCR検査の拡充 

2 検査・診療体制の強化 

3 医療・介護の現場への支援   

4 保育士配置基準の改善 

5 学童保育施設の増設 

6 保育・学童保育職員の処遇改善 

7 児童福祉施設職員への慰労金の支給 

8 コロナ禍を受けた学校教育 

9 国民健康保険料の特例減免制度 

10 水道料金・下水道使用料の減免 

11 現行の敬老乗車証制度の堅持 

12 西京区での市バス一日券の利用範囲拡大 

河合ようこ議員 門川市長 

村上副市長 

三宅保健福祉局長 

在田教育長 

山本公営企業管理者 

吉川公営企業管理者 

〃 1 学生の学ぶ権利・生活の保障 

2 学生の実態調査と生活支援 

3 国に対する教育予算の増額要望 

4 文化芸術活動への支援 

5 京都こども文化会館   

6 観光政策・経済政策の転換 

7 「宿泊施設拡充・誘致方針」の撤回 

8 景観や住環境を破壊する宿泊施設計画 

やまね智史議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

糟谷観光政策監 

下間総合企画局長 

久保子ども若者はぐくみ局長 

 

公明党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

10月1日 1 令和元年度決算と財政運営 

2 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防

止と経済再起動の両立 

𠮷田孝雄議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 
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3 障がいのある方への新型コロナウイルス

感染症対策 

4 ウィズコロナ時代の自転車政策 

5 街角スマートフォン充電サービス 

 

 

〃 1 デジタルミニマムを基本理念としたデジ

タル化の推進 

2 働き方改革に向けたテレワークの推進 

3 防災士による防災力の向上 

4 こころの病気を正しく知って適切に対応

するための取組 

5 コロナ禍における産前・産後ケアの充実 

かわしま優子議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

三科危機管理監 

〃 1 聴覚障がい児への支援 

2 ひとり親家庭の貧困対策（養育費） 

3 動物愛護事業の拡充 

4 独居高齢者のペット対策 

5 野良猫対策 

6 魅力ある夜間景観づくりに向けた取組 

兵藤しんいち議員 門川市長 

村上副市長 

三宅保健福祉局長 

久保子ども若者はぐくみ局長 

 

民主・市民フォーラム京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

10月1日 1 新型コロナウイルス感染症対策と京都経

済の回復 

2 財政基盤の強化 

3 琵琶湖疏水 

4 「脱原発依存」の実現 

5 ICT活用拡大による働き方改革と市民サー

ビスの向上 

安井つとむ議員 門川市長 

岡田副市長 

村上副市長 

〃 1 学校におけるSNSの活用 

2 市政協力委員の在り方と市政広報 

3 避難所としての宿泊施設の活用 

4 不良な生活環境の解消 

5 スマートフォンアプリの活用 

小島信太郎議員 門川市長 

鈴木副市長 

下間総合企画局長 

在田教育長 

 

地域政党京都党市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

10月1日 1 財政調整基金 

2 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

伴うこれまでの取組 

3 行政手続のオンライン化 

4 行政手続のオンライン化に伴う区役所と

森かれん議員 門川市長 

村上副市長 

㓛刀財政担当局長 
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行政区の在り方 

〃 1 ふるさと納税 

2 企業版ふるさと納税への取組 

3 公園の計画的なマネジメント 

4 ライブ配信授業と選択登校制の導入 

神谷修平議員 門川市長 

鈴木副市長 

在田教育長 

 

日本維新の会京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

10月1日 1 インフルエンザと新型コロナウイルス感

染症の同時流行への備え 

2 新型コロナウイルス感染症に関連する人

権問題 

3 地域自治の推進と町内会の負担軽減への

取組 

4 GIGAスクール構想とICTを活用した学習活

動 

くぼたまさき議員 門川市長 

村上副市長 

在田教育長 

〃 1 財政状況が新型コロナウイルス感染症対

策に及ぼした影響 

2 市長の退職手当 

3 敬老乗車証 

4 市有地の活用 

5 京都市のICT戦略 

6 京都市北部の水産資源の調査と活用 

宇佐美賢一議員 門川市長 

岡田副市長 

鈴木副市長 

川端監察監 

三宅保健福祉局長 
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 市会運営委員会   

会議の日時 9月14日（月）  開会 午前10時01分  散会 午前10時07分 

会議の内容 1 日本維新の会からの発言について  

  日本維新の会市議団の団長であるこうち議員から発言の申出があり，同議員団

に所属していた森川央議員の政務活動費に係る不適切な取扱いに端を発し，議長

による調査，問責決議，辞職勧告決議によって，京都市会に対する市民の信頼を

失墜させたことに対し，謝罪する発言があった。  

2 9月市会の審議日程について 

⑴ 審議日程 

   別記2のとおり決定する。 

 ⑵ 23日，29日，30日及び10月1日の本会議 

23日は議案の説明聴取及び議案の処理（予算特別委員会の設置，付託）を，

29日は議案の処理（決算特別委員会を設置，付託等）及び委員会付託議案の議

決を，30日と10月1日は代表質問を行う。いずれも午前10時に開会することを決

定する。 

⑶ 代表質問の時間割 

   別記3のとおり決定する。 

3 山科区，西京区の選挙管理委員及び同補充員の選挙並びに淀川・木津川水防事務

組合の議会議員の選挙について 

  各会派で検討し，18日に開会する市会運営委員会で取りまとめることとする。 

4 その他について 

18日の午前10時に市会運営委員会を開会し，23日の本会議の進め方などを協議する。

5 特記事項 

  本日以降の市会運営委員会及び理事会には，オブザーバーとして，日本維新の

会から菅谷浩平議員が出席することとする。 

 市会運営委員会  

会議の日時 9月18日（金）  開会 午前10時00分  散会 午前10時04分 

会議の内容 1 23日の本会議の順序及び議案の取扱いについて 

⑴ 審議期間の決定 

9月23日～10月27日（35日間） 

⑵ 陳情の回付 

議長から所管の常任委員会に回付する。 

⑶ 議案の取扱い 

  市長提出議案 

72件を一括上程し，市長，副市長から提案説明を聴いた後，以下のとおり

処理することを決定する。 

■ 市会運営委員会及び理事会 
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(ｱ) 補正予算（議第116号 2年度一般会計補正予算 ほか3件） 

全議員を委員とする予算特別委員会を設置し，付託する。 

  (ｲ) その他の一括上程議案（69件） 

        提案説明を聴くにとどめることを決定する。 

⑷ 山科区，西京区の選挙管理委員及び同補充員の選挙並びに淀川・木津川水防

事務組合の議会議員の選挙 

別記4～6のとおり選任することに決定する。また，本会議では，指名推選の

方法により選挙を行い，その後延会することを決定する。 

2 新型コロナウルイス感染症対策について 

    本会議における討論については，これまで一人5分をめどとしていたところ，

今市会からは，簡潔に行うこととし，時間の目安は設けないこととする。 

3 その他について 

⑴ 23日の本会議終了後に予算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行う。 

⑵ 24日の正午に理事会を開会し，付託議案の審査状況の確認と今後の審議日程に

協議を協議する。 

 市会運営委員会理事会  

会議の日時 9月24日（木）  開会 午後0時01分  散会 午後0時03分 

会議の内容 1 委員会の審査状況 

予算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。 

2 今後の審議日程 

  以下のとおり決定する。  

25日 議員会 

28日 討論結了 

予算特別委員会（午後2時00分） 

      取りまとめ 

       市会運営委員会（午後4時00分） 

 市会運営委員会  

会議の日時 9月28日（月）  開会 午後4時00分  散会 午後4時05分 

会議の内容 1 29日，30日及び10月1日の本会議の順序及び議案の取扱いについて 

 ⑴ 請願の付託及び陳情の回付 

議長から所管の常任委員会に付託又は回付する。 

⑵ 議案の取扱い 

 ｱ 議第79号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定 ほか49件 

    所管の常任委員会に付託する。 

  ｲ 報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

全議員を委員とする決算特別委員会を設置し，付託する。 

 ⑶ 付託議案の取扱い 

ｱ 予算特別委員会（議第116号 2年度一般会計補正予算 ほか3件）          
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委員会は，原案可決と査定する。 

自民：全て賛成。さくらい泰広議員が議第116号～119号に賛成する討論を 

行う。 

      共産：全て賛成。山本陽子議員が議第116号に賛成する討論を行う。 

      公明：全て賛成。松田けい子議員が議第116号に賛成する討論を行う。 

      民フ，京都：全て賛成 

      維新：全て賛成。菅谷浩平議員が議第116号に賛成する討論を行う。 

     さくらい泰広議員，山本陽子議員，松田けい子議員，菅谷浩平議員の討論

の後，簡易表決する。 

付帯決議については簡易表決する。 

⑷ 一般質問 

時間割（別記7）のとおりとする。 

なお，西野さち子議員，河合ようこ議員，𠮷田孝雄議員，かわしま優子議

員，兵藤しんいち議員，森かれん議員及び宇佐美賢一議員から発言を補完する

ために物品を使用したい旨の申出書が提出されているとの報告がある。 

また，市会説明員についても答弁に際して，発言を補完するために物品を使

用する場合があるとの報告がある。 

⑸ その他 

29日の本会議終了後に，決算特別委員会及び合同分科会を開会して，正副委

員長の互選等を行う。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 10月21日（水）  開会 正午  散会 午後0時04分 

会議の内容 

 

1 今後の審議日程等について 

 ⑴ 委員会の審査状況 

総務消防委員長，教育福祉委員長，まちづくり委員長，産業交通水道委員

長，決算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。 

 ⑵ 今後の審議日程 

   以下のとおり決定する。 

    22日，23日 議員会 

       26日 討論結了 

           総務消防委員会，教育福祉委員会（午後2時00分） 

           まちづくり委員会，産業交通水道委員会（午後2時30分） 

           決算特別委員会（午後3時00分） 

          取りまとめ 

           市会運営委員会（午後5時30分） 

       27日 本会議 

2 理事者からの発言について 

⑴  11月市会の審議日程 

   岡田副市長から，11月17日に議案を発送する旨の報告がある。 
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3 11月市会の審議日程について 

日程案（別記8）を各会派で検討し，10月27日の本会議終了後の理事会で取りま

とめることとする。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 10月26日（月）  開会 午後3時05分  散会 午後3時08分 

会議の内容 1 理事者からの発言について 

 ⑴ 議案の撤回 

   岡田副市長から，議第84号 保育所条例の一部改正及び議第85号 児童館及び

学童保育所条例の一部改正について撤回の申出があり，撤回を認めることに決

定する。 

 市会運営委員会 

会議の日時 10月26日（月）  開会 午後7時38分    散会 午後7時50分 

会議の内容 1 27日の本会議の順序及び議案の取扱いについて 

諸搬の報告の際，議第84号，85号の撤回を承認する。 

⑴  陳情の回付 

   議長から所管の常任委員会に回付する。 

⑵  請願審査結果 

ｱ 総務消防委員会（165件不採択） 

   自民，公明，民フ，京都，維新：全て賛成 

  共産：全て反対。山田こうじ議員が全ての不採択に反対する討論を行う。 

    山田こうじ議員の討論の後，起立表決する。  

⑶ 付託議案の取扱い 

ｱ 総務消防委員会（議第79号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定  

ほか2件） 

委員会は，原案可決と査定する。 

     自民，公明，民フ，京都，維新：全て賛成  

 共産：議第79号，80号は反対，その他の議案は賛成 

    議第79号，80号については起立表決し，議第88号については簡易表決する。 

     総務消防委員会に付託された議第81号市税条例の一部改正については，継

続審査とされたとの報告がある。 

  ｲ 教育福祉委員会（議第82号 特別養護老人ホーム条例の一部改正 ほか32件） 

委員会は，原案可決と査定する。 

自民，公明，民フ，京都：全て賛成  

共産：議第82号, 83号及び122号～134号は反対，その他の議案は賛成 

維新：全て賛成。宇佐美賢一議員が議第113号に賛成する討論を行う。 

宇佐美賢一議員の討論の後，議第82号，83号及び122号から134号につい 

ては起立表決し，その他の議案18件については簡易表決する。 

付帯決議については起立表決する。 

-20-



  ｳ まちづくり委員会（議第86号 地区計画の区域内における建築物等の制限に関

する条例の一部改正 ほか9件） 

委員会は，原案可決と査定する。 

     自民，公明，民フ，京都，維新：全て賛成 

 共産：議第87号，120号は反対，その他の議案は賛成 

議第87号，120号については起立表決し，その他の議案は簡易表決する。 

  ｴ 産業交通水道委員会（議第89号 特定環境保全公共下水道公債償還基金条例の

廃止） 

  委員会は，原案可決と査定する。 

     全会派：賛成 

    簡易表決する。 

⑷ 付託決算等の取扱い 

  ｱ 決算特別委員会（報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件） 

委員会は，報第2号～18号は認定，議第114号，115号の2件は原案可決と査定

する。 

     自民：全て賛成。椋田隆知議員が報第2号～14号に賛成する討論を，豊田

恵美議員が報第15号～18号並びに議第114号及び115号に賛成する討

論を行う。 

     共産：報第2号，4号～7号，15号～18号は認定せず，その他の決算は認

定。議第114号，115号は賛成。とがし豊議員が報第2号及び4号に

反対する討論を，山本陽子議員が報第15号～18号に反対する討論

を行う。 

公明：全て賛成。兵藤しんいち議員が報第2号～第14号に賛成する討論

を，国本友利議員が報第15号～第18号並びに議第114号及び115号

に賛成する討論を行う。  

民フ：全て賛成。片桐直哉議員が報第2号～18号並びに議第114号及び115

号に賛成する討論を行う。  

京都：全て賛成。森かれん議員が報第2号～18号に賛成する討論を行う。 

 維新：報第2号は認定せず，その他の決算は認定。議第114号，115号は賛

成。こうち大輔議員が報第2号に反対する討論を行う。 

    とがし豊議員，椋田隆知議員，こうち大輔議員，兵藤しんいち議員，山本

陽子議員，片桐直哉議員，森かれん議員，豊田恵美議員，国本友利議員の討

論の後，報第2号，4号～7号及び15号～18号については起立表決し，その他の

決算8件，議第114号及び115号については簡易表決する。 

    付す意見については，意見が分かれるものについては，起立表決する。 

⑸ 意見書案の取扱い 

  ｱ 新型コロナウイルス感染症の影響下における公営企業の損失補填を求める意

見書（市会議員全員） 

ｲ 医療機関への財政支援及び公衆衛生の充実・強化を求める意見書 

                            （市会議員全員） 
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    ｱ，ｲは簡易表決する。 

ｳ 義務教育における30人学級の推進を求める意見書（自，共，公，民，京，無） 

    維新：賛成 

   簡易表決する。 

ｴ 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財

源の確保を求める意見書（自，公，民，京，維，無） 

    共産：賛成 

   簡易表決する。 

 ｵ 防災・減災，国土強靭化対策の継続・拡充を求める意見書（自，公，維，無） 

共産，民フ，京都：賛成 

   簡易表決する。 

ｶ 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切な介護報酬への改定を求める

意見書（自，公，維，無） 

ｷ 介護サービス事業所の減収対策について，介護報酬の特例措置を中止し直接支

援を求める意見書（共） 

    自民，公明，維新：ｷに反対 

共産：ｶに反対，ｷに賛成。鈴木とよこ議員がｶに反対し，ｷに賛成する討論

を行う。 

    民フ，京都：ｶに賛成，ｷに反対 

2件を一括議題とし，鈴木とよこ議員の討論の後，それぞれ起立表決する。 

 ｸ 地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書（自，公，維，無） 

ｹ コンビニ交付サービスを活用したり災証明書の交付を求める意見書（自，公，維，無） 

    民フ，京都：ｸ，ｹに賛成 

共産：ｸ，ｹに反対 

   それぞれ起立表決する。 

 ｺ GIGAスクール構想への継続的な財政支援を求める意見書（自，公，維） 

    民フ，京都：賛成 

共産：反対 

   起立表決する。 

⑹ その他 

     27日の本会議は午前10時に開会することを決定する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 10月27日（火）  開会 午後2時39分    散会 午後2時41分 

会議の内容 

 

 

1 11月市会の審議日程について 

⑴  審議日程の変更 

総務消防委員会討論結了において，議第81号市税条例の一部改正を継続審査

することが決定されたことに伴う日程の変更について，日程（変更等）（別記

9）のとおり確認し，11月17日に開会する市会選管委員会で決定することとす

る。 
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⑵ 11月17日の午前10時に市会運営委員会を開会することに決定する。 
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(別記2）

月　日 曜日 備　　考

9 　９・ １４ 月 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

8 　　・ １５ 火

7 　　・ １６ 水

6 　　・ １７ 木

5 　　・ １８ 金 市会運営委員会

4 　　・ １９ 土

3 　　・ ２０ 日

2 　　・ ２１ 月祝

1 　　・ ２２ 火祝

1 　　・ ２３ 水 10:00 本会議　

2 　　・ ２４ 木 委員会

3 　　・ ２５ 金 (議員会）

4 　　・ ２６ 土

5 　　・ ２７ 日

6 　　・ ２８ 月 委員会(討論結了）－市会運営委員会

7 　　・ ２９ 火 10:00 本会議

8 　　・ ３０ 水 10:00 本会議（代表質問）

9 １０・　１ 木 10:00 本会議（代表質問）

10 　　・  ２ 金

11 　　・  ３ 土

12 　　・  ４ 日

13 　　・  ５ 月

14 　　・  ６ 火

15 　　・  ７ 水

16 　　・  ８ 木

17 　　・  ９ 金 　　　　　　

18 　　・ １０ 土 　　　

19 　　・ １１ 日 　　　　　　

20 　　・ １２ 月

21 　　・ １３ 火 　　　　　　　　 　　　　　委員会

22 　　・ １４ 水

23 　　・ １５ 木 自治記念日

24 　　・ １６ 金 　　　（決算特別委員会（総括質疑①））

25 　　・ １７ 土

26 　　・ １８ 日

27 　　・ １９ 月 　　　（決算特別委員会（総括質疑②））

28 　　・ ２０ 火

29 　　・ ２１ 水

30 　　・ ２２ 木 (議員会）

31 　　・ ２３ 金 (議員会）

32 　　・ ２４ 土

33 　　・ ２５ 日

34 　　・ ２６ 月 委員会(討論結了）－市会運営委員会

35 　　・ ２７ 火 10:00 本会議　

９　月　市　会　　日　程　（案）
（２．９．１４）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等
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（別記3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 般 質 問 時 間 割 （案） 
 
 

 
 

 

＊ 交 渉 会 派：基本時間１９分＋４分×議員数 
＊ 非交渉会派：７．５分×議員数 

（答弁は質問時間の６割）（５９０分） 
 
［第１日目］ 
 １０：００ 

１０：０４ 
 

１１：５０ 
 

（休憩７０分）          自  民：１７１分  質問 １０７分 
答弁  ６４分 

１３：００ 
１３：０３ 

 
１４：０８ 

  
（休憩２０分）          共  産：１４６分  質問  ９１分 

 答弁  ５５分 
１６：５４ 

 
［第２日目］ 

１０：００ 
１０：０４ 

公  明： ９４分  質問  ５９分 
                            答弁  ３５分 

 １１：３８ 
 
 （休憩８２分） 
 
 １３：００ 
 １３：０３ 

                 民  フ： ６９分  質問  ４３分 
                            答弁  ２６分 
１４：１２ 

                   
                  京  都： ６２分  質問  ３９分 
                             答弁  ２３分 
 １５：１４ 
 

（休憩２０分） 
                
 １５：３４ 
                  維  新： ４８分  質問  ３０分 
                             答弁  １８分 
 １６：２２ 
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（別記4） 

山科区選挙管理委員及び補充員（候補者） 

委員 

所属政党 

政治団体 
氏  名 生年月日 住   所 職 業 

無所属 佐貫 眞一   無 職 

無所属 木下 剛亨   無 職 

無所属 橋本 充博   無 職 

無所属 藤原  薫   自営業 

 

 

補充員 

所属政党 

政治団体 

順 

位 
氏  名 生年月日 住   所 職 業 

無所属 １ 森谷 弘志   無 職 

無所属 ２ 小林 孝茂   無 職 

無所属 ３ 水田 雅博   会社役員 

無所属 ４ 内藤 修志   会社員 
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（別記5）  

西京区選挙管理委員及び補充員（候補者） 

委員 

所属政党 

政治団体 
氏  名 生年月日 住   所 職 業 

自由民主党 中村 安良   団体役員 

無所属 山﨑 治男   無 職 

公明党 久保 省二   無 職 

無所属 細矢 康司   会社役員 

 

 

補充員 

所属政党 

政治団体 

順 

位 
氏  名 生年月日 住   所 職 業 

自由民主党 １ 畑  政男   農 業 

無所属 ２ 利根川 猛   無 職 

無所属 ３ 安積 整志   会社員 

無所属 ４ 前田 智史   会社員 
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（別記6） 

淀川・木津川水防事務組合議会議員（候補者） 

 

 

氏  名 生年月日 住   所 主な経歴 備 考 

原田  勲   
元向島水防団長 

現水防議会議員 
市長推薦 

竹島 正信   

元向島水防副団

長 

現水防議会議員 

 

藤田 親正   
元向島水防団長 

現水防議会議員 
 

岡島 政好   
元淀水防団員 

現水防議会議員 
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（別記7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 般 質 問 時 間 割 
 
［９月３０日（水）］ 

 
 １０時００分       開        議 
 １０時０４分        

             （中 村 三之助 議員） 質問時間  ２７分 
答弁時間  １６分 

１０時４７分  
             （西 村 義 直 議員） 質問時間  ２７分 

答弁時間  １６分 
１１時３０分  
           （みちはた 弘之 議員） 質問時間  ２７分 
                        答弁時間  １６分 
１１時５２分 

（休憩６８分） 
１３時００分       再        開 
１３時０３分 
 
１３時２４分 
           （森 田   守 議員） 質問時間  ２６分 

答弁時間  １６分 
１４時０６分 

（西 野 さち子 議員） 質問時間  ３１分 
答弁時間  １９分 

  １４時５６分 
（休憩２０分） 

１５時１６分       再        開 
             （河 合 ようこ 議員） 質問時間  ３０分 
                          答弁時間  １８分 
  １６時０４分 
             （やまね 智 史 議員） 質問時間  ３０分 
                          答弁時間  １８分 
  １６時５２分 
 

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。 
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 一 般 質 問 時 間 割 
 
［１０月１日（木）］ 

 
 １０時００分       開        議 
 １０時０４分        

             （  田 孝 雄 議員） 質問時間  ２１分 
答弁時間  １３分 

１０時３８分  
             （かわしま 優子 議員） 質問時間  １９分 

答弁時間  １１分 
１１時０８分  
           （兵藤 しんいち 議員） 質問時間  １９分 
                        答弁時間  １１分 
１１時３８分 

（休憩８２分） 
１３時００分       再        開 
１３時０３分 
           （安 井 つとむ 議員） 質問時間  ２２分 

答弁時間  １３分 
１３時３８分 

（小 島 信太郎 議員） 質問時間  ２１分 
答弁時間  １３分 

  １４時１２分 
             （森   かれん 議員） 質問時間  ２０分 

                       答弁時間  １２分 
１４時４４分 
           （神 谷 修 平 議員） 質問時間  １９分 
                        答弁時間  １１分 
１５時１４分 
 （休憩２０分） 

  １５時３４分       再        開 
             （くぼた まさき 議員） 質問時間  １５分 
                          答弁時間   ９分 
  １５時５８分 
             （宇佐美 賢 一 議員） 質問時間  １５分 
                          答弁時間   ９分 
  １６時２２分 
           

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。 
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（別記8） 

月　日 曜日 備　考

8  11・17 火 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

7 　　・18 水

6 　　・19 木

5 　　・20 金

4 　　・21 土

3 　　・22 日

2 　　・23 月祝

1 　　・24 火 市会運営委員会

1 　　・25 水 10:00 本会議 委員会

2 　　・26 木 　　　　　　 (議員会）

3 　　・27 金 委員会(討論結了）－市会運営委員会

4 　　・28 土

5 　　・29 日

6 　　・30 月 10:00 本会議

7  12・ 1 火 10:00 本会議（代表質問）

8 　　・ 2 水

9 　　・ 3 木 　　　　　　委員会

10 　　・ 4 金 　　

11 　　・ 5 土 　　　　　　　　　　

12 　　・ 6 日

13 　　・ 7 月 　　　　　　 (議員会）

14 　　・ 8 火 　　　　　　 (議員会）

15 　　・ 9 水 委員会(討論結了）－市会運営委員会

16 　　・ 10 木 10:00 本会議　

１１　月　市　会　日　程　（案）
（２．１０．２１）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等
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（別記9） 

月　日 曜日 備　考

11・　9 月 委員会

　　・10 火

　　・11 水

　　・12 木

　　・13 金

　　・14 土

　　・15 日

　　・16 月

8  　 ・17 火 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

7 　　・18 水

6 　　・19 木

5 　　・20 金

4 　　・21 土

3 　　・22 日

2 　　・23 月祝

1 　　・24 火 委員会(討論結了）－市会運営委員会

1 　　・25 水 10:00 本会議 委員会

2 　　・26 木 　　　　　　 (議員会）

3 　　・27 金 委員会(討論結了）－市会運営委員会

4 　　・28 土

5 　　・29 日

6 　　・30 月 10:00 本会議

7  12・ 1 火 10:00 本会議（代表質問）

8 　　・ 2 水

9 　　・ 3 木 　　　　　　委員会

10 　　・ 4 金 　　

11 　　・ 5 土 　　　　　　　　　　

12 　　・ 6 日

13 　　・ 7 月 　　　　　　 (議員会）

14 　　・ 8 火 　　　　　　 (議員会）

15 　　・ 9 水 委員会(討論結了）－市会運営委員会

16 　　・ 10 木 10:00 本会議　

１１　月　市　会　日　程　（変更案）
（２．１０．２７）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等
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 総務消防委員会 

会議の日時 8月3日（月）  開会 午前10時01分  散会 午前11時20分 

会議の内容 1 一般質問 

・市税の徴収猶予の特例制度について 

・市域を超えた避難所運営の状況について 

・京都市持続可能な行財政審議会での審議内容・テーマについての行政内部で

の検討状況について 

・要配慮者利用施設における避難確保計画の取組状況及びハザードマップにつ

いて 

・保健師の人員配置について 

・店舗等クラスター拡大防止対策指導チームの活動内容について 

・避難所開設における消防団の役割について 

2 要求資料 

 ・改革の提案に関する各局への依頼文について 

 ・保健師の離職率等について 

 総務消防委員会 

会議の日時 8月24日（月）  開会 午前10時02分  散会 午前11時33分 

会議の内容 1 一般質問 

 ・京都市持続可能な行財政審議会について 

 ・新型コロナウイルス感染症に係る職員体制について 

 ・財政再建の取組について 

 ・元植柳小学校跡地活用に係る三者協議会について 

 ・新型コロナウイルス感染症の影響に係る学生支援について 

 ・旧規格の消火器交換の周知について 

 ・住宅用火災警報器の交換等促進について 

 ・AEDマップについて 

 総務消防委員会 

会議の日時 9月7日（月）  開会 午前10時01分  散会 午後2時19分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・「救急安心センターきょうと（＃7119）」の運用開始について 

 ・令和3年度「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」について 

2 一般質問 

 ・消防団活動におけるICT化の推進について 

 ・京都市コロナ感染防止徹底月間について 

 ・新型コロナウイルス感染症に係る職員体制について 

■ 常任委員会 
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 ・本市財政の状況について 

 ・マイタイムライン作成の進捗状況について 

 ・台風に備えた注意喚起について 

 ・持続可能な行財政改革について 

 ・元植柳小学校跡地活用について 

 ・核兵器廃絶に向けた京都市の取組と核兵器禁止条約の参加を国に求めること

について 

3 要求資料 

 ・平成20年度から平成30年度の毎年度の基準財政需要額の算定項目の数値の推

移について 

 総務消防委員会 

会議の日時 10月20日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後7時45分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件 

 ・議第79号 市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の制定 

 ・議第80号 地方独立行政法人の役員等の損害賠償責任の最低責任限度額を定

める条例の制定 

 ・議第81号 市税条例の一部改正 

 ・議第88号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

2 請願審査 

 ・請願第784号 市税条例の個人市民税減免基準の継続 

・請願第785号～899号 消費税率5パーセント以下への引下げの要請 

 ・請願第900号～949号 消費税率5パーセント以下への引下げの要請 

3 陳情審査 

 ・陳情第72号 京都市職員の給与改定に係る異議 

 ・陳情第73号 市民税及び府民税の更正の決定及び還付 

・陳情第74号 所得税及び復興特別所得税の還付 

 ・陳情第79号 所得税及び復興特別所得税の還付 

 ・陳情第82号 市民税及び府民税の更正の決定及び還付 

 ・陳情第85号 元植柳小学校跡地活用事業に係る三者協議会の対面での開催等 

 ・陳情第86号～107号 個人市民税の所得割失格者減免及び少額所得者減免廃止

の中止 

 ・陳情第108号 京都市持続可能な行財政審議会の中止 

4 報告事項 

 ・次期京都市基本計画案について 

5 一般質問 

 ・令和年3度事業用家屋及び償却資産に係る固定資産税等の軽減について 

 ・人事委員会勧告の位置付けと考え方について 

6 要求資料 

 ・市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の他都市の状況について 
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 ・経過措置の考えを踏まえた福祉サービスへの影響について 

 ・控除の振替え措置による影響について 

 ・次期京都市基本計画への「141のお約束」の盛り込み箇所一覧について 

 総務消防委員会 

会議の日時 10月26日（月）  開会 午後2時34分  散会 午後2時39分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件（討論結了） 

  会派等の検討結果 

   自民，公明，民フ，京都，維新：議第81号は継続審査，その他の議案は賛成。 

   共産：議第79号，80号は反対，議第81号は継続審査，議第88号は賛成。 

   審査結果 

   議第81号は継続して審査することとし，次に，表決の結果，議第79号，80

号は挙手多数，議第88号は全会一致により全て可決することに決定する。 

 

 文化環境委員会 

会議の日時 8月4日（火）  開会 午前10時02分  散会 午後2時49分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・特別定額給付金の給付状況について 

 ・「京都マラソン2021」の開催方針について 

2 一般質問 

 ・「新しい地域活動スタイル」普及促進事業について 

 ・パートナーシップ宣誓制度について 

 ・区役所窓口サービスについて 

 ・伏見桃山城の今後の在り方について 

 ・現在の客引きの対応について 

 ・マイナンバーカード交付数と今後の交付増への対応について 

 ・金閣寺の高まりの現状変更について 

 ・京都市環境モデル都市行動計画について 

 ・エレン・マッカーサー財団フード・イニシアティブへの参画及び株式会社

Mizkan Holdingsとの食品ロス削減に資する取組の連携に関する協定の締結

について 

 ・レジ袋有料化後１箇月の現状と課題について 

 ・地中熱活用の今後の方向について 

3 要求資料 

 ・法律婚とパートナーシップ宣誓制度における法的効果等の違いについて 

文化環境委員会 

会議の日時 9月8日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後4時58分 

会議の内容 1 報告事項 
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 ・「京都市地球温暖化対策条例」の改正の骨子（案）に関する市民意見の募集に

ついて 

 ・京都市蛸薬師新京極公衆トイレに係るネーミングライツ募集の審査結果について 

・水垂運動公園（仮称）に係る新たな整備計画及び事業手法の方向性について 

2 一般質問 

 ・カラス防護ネットについて 

 ・ごみ収集の回数について 

 ・スポーツ施設の維持管理について 

 ・金閣寺の発掘調査について 

 ・商業施設におけるマイナンバーカード申請及びマイナポイントのサポート窓

口の開設について 

 ・新しい地域活動スタイル普及促進事業について 

 ・京の七夕の広報宣伝における五山の送り火の利用について 

 ・eスポーツについて 

 ・京都市犯罪被害者等生活資金給付について 

 ・京都市文化芸術活動再開への挑戦サポート交付金及び京都市文化芸術活動再

開への発表・鑑賞拠点継続支援金の応募状況について 

3 要求資料 

 ・我が国における電源構成（2018年度，2030年度） 

 ・新庁舎整備における再生可能エネルギーの導入計画について 

 ・本市施設における電力調達先，再エネ比率（電源構成）等の状況（平成30年度） 

 ・水垂運動公園（仮称）に係るVFM算定表 

 ・特別史跡・特別名勝鹿苑寺（金閣寺）庭園における発掘調査について 

 文化環境委員会 

会議の日時 10月21日（水）  開会 午前10時02分  散会 午後4時37分 

会議の内容 1 陳情審査 

 ・陳情第75号 特別定額給付金の更なる支給 

 ・陳情第76号 市民しんぶんの配布方法及び自治会・町内会の在り方の変更 

 ・陳情第80号 新型コロナウイルス感染拡大予防の中での会館利用の改善等 

2 報告事項 

 ・「京都市いきいき市民活動センターの在り方の基本方針（案）」に関する市民意

見の募集について 

 ・京都マラソン2021（オンライン京都マラソン及び西京極総合運動公園ランニン

グイベント）の実施内容について 

3 一般質問 

 ・金閣寺の再調査の結果について 

 ・五つの文化会館の現在の使用状況と予約方法について 

 ・ごみの分別について 

・ごみのカラスよけネットについて 
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 ・2050年CO2排出量正味ゼロに向けての対策について 

 ・北陸新幹線の環境影響評価について 

4 要求資料 

 ・いきいき市民活動センターの耐震診断の結果について 

5 特記事項 

・陳情第76号（市民しんぶんの配布方法及び自治会・町内会の在り方の変更）の

審査の際，総合企画局の理事者の出席を求めた。 

 

 教育福祉委員会 

会議の日時 8月5日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後4時24分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・子どものための教育・保育給付交付金にかかる見込額の算定誤りについて 

 ・放課後等デイサービス事業者の指定取消処分について 

2 一般質問 

 ・子どもの命を守るホットラインについて 

 ・病児，一時保育への支援について 

 ・登園自粛の対応について 

 ・新生児聴覚検査費用助成について 

 ・京都こども宅食プロジェクトについて 

 ・新型コロナ感染症対策について 

 ・クラスターの発生状況と防止のための条例化について 

 ・新型コロナウイルス感染症対策の体制強化について 

 ・新型コロナウイルス感染症拡大予防策について 

 ・保健師の増員配置について 

 ・西京保健福祉センターについて 

 ・医療機関クラスターの実情と対策について 

 ・重度訪問介護について 

 ・PCR検査の拡充について 

 ・学校で感染が発生した際の対応について 

 ・学校再開後の状況について 

 ・学校クラスターの実情と対策について 

 ・学習指導要領の弾力化について 

 ・学校におけるコロナ対策について 

3 要求資料 

 ・病児・病後児保育事業の実績（令和元年度，令和2年度）について 

 ・京都こども宅食プロジェクトのモデル実施の結果について 

 ・京都市立病院における院内感染事案に係るPCR検査実施数等について 

・新型コロナウイルス感染症対応に係る職員の状況について 

 ・保護者及び児童生徒に配布している相談窓口に関する資料「こころとからだの 
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アンケート」集計結果に関する報告書について 

 ・通常授業再開後における7時間授業等の状況について 

教育福祉委員会 

会議の日時 8月19日（水）  開会 午前10時00分   散会 午後2時18分 

会議の内容 1 一般質問 

・新型コロナウイルス感染症対策のフロー図について 

・ひとり親家庭への支援と子どもの貧困について 

・養護施設，ファミリーホーム等家庭養護から成人年齢に達した後の自立，精

神等り患状況について 

・教科書採択について 

・学校における新型コロナ感染症対策について 

・夏休み明けに向けての新型コロナ感染症対策について 

・2学期開始について 

・選択登校制とオンライン授業について 

・今後の部活動の在り方について 

・新型コロナウイルス禍における就学援助制度の在り方について 

・自転車交通安全教育について 

・新型コロナウイルス感染者の状況について 

・新型コロナ対策について 

・障害者の自立支援状況，とりわけグループホーム，居宅の支援状況について 

・介護保険認定，給付業務の民間委託後について 

・京都市国民健康保険における傷病手当について 

・生活保護世帯の熱中症対策について 

2 要求資料 

 ・児童養護施設入所者の進路状況について 

 ・（制度概要）新型コロナウイルス感染症の影響等による家計急変世帯に対する

就学援助制度における臨時措置について 

 ・（保護者配布用）家計急変の臨時措置に係る就学援助制度のお知らせ 

 ・介護保険要介護認定申請件数について 

 教育福祉委員会 

会議の日時 9月9日（水）  開会 午前10時01分   散会 午後3時03分 

会議の内容 1 理事者報告 

 ・ひきこもり支援の再構築について 

2 特記事項 

 ・午前に理事者報告を行った後，午後から京都市青少年科学センターの実地視

察を行った。 

 教育福祉委員会 
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会議の日時 10月20日（火）  開会 午前10時01分   散会 午後6時40分 

会議の内容 1 付託議案審査 35件 

 ・議第82号 特別養護老人ホーム条例の一部改正 

 ・議第83号 旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための措置に

関する条例の一部改正 

 ・議第84号 保育所条例の一部改正 

 ・議第85号 児童館及び学童保育所条例の一部改正 

 ・議第90号～議第106号 指定管理者の指定（子ども若者はぐくみ局関係） 

 ・議第113号 訴訟上の和解 

 ・議第122号～議第134号 動産の取得 

2 請願審査 

 ・請願第950号 医療機関等への緊急支援 

 ・請願第951号 介護サービス事業所の人員基準等の取扱いの是正 

 ・請願第952号 医療機関等への緊急財政支援 

 ・請願第953号 少人数学級の実現の要請 

3 陳情審査 

 ・陳情第77号 保健所体制の見直し等 

 ・陳情第78号 元府営呉竹団地跡地における社会福祉施設の建設等 

 ・陳情第81号 第一種低層住居専用地域での住宅宿泊事業に対する指導等 

 ・陳情第83号 聚楽保育所の移管先法人における運営の改善等 

 ・陳情第84号 京都こども文化会館の閉館方針の中止等 

・陳情第109号 高齢者等へのインフルエンザワクチンの無料接種の実施 

 ・陳情第110号 少人数学級の実現の要請 

4 一般質問 

・介護者が新型コロナに感染した際の要介護者のショートステイ利用について 

・市立病院における感染症対策について 

・たばこ対策について 

・つどいの広場の未設置地域への対応状況について 

・銅駝美術工芸高校との連携について 

・部活動指導における処分事案について 

・学校の健康診断について 

・中学校給食について 

5 要求資料 

 ・支え合い基金と医療機関への支え合い支援金の実績について 

 ・地方独立行政法人京都市立病院機構の独法化前後の職員数の推移 

 ・京都市じゅらく児童館（運営法人：京都市社会福祉協議会）から保護者への

定期発行物「みんななかま」（京都市聚楽保育所の民間移管に関連する情報が

記載されているもの） 

 ・令和元年7月6日開催の京都市じゅらく児童館保護者説明会において保護者に
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配布した説明資料（令和元年度第1回京都市はぐくみ推進審議会児童福祉分科

会市営保育所移管先選定部会における配布資料と同じ） 

 ・「中学校給食の充実及び食育の推進に関する実態調査」結果を踏まえた取組 

 教育福祉委員会 

会議の日時 10月26日（月）  開会 午後2時34分   散会 午後2時40分 

会議の内容 1 付託議案審査 33件（討論結了） 

  会派等の検討結果 

   自民：全て賛成。議第122号～134号に1個の付帯決議を付す。 

   共産：議第82号，83号及び122号～134号の議案に反対し，その他の議案に

賛成。 

   公明，民フ，京都，無：全て賛成。 

   審査結果 

  表決の結果，議第82号，83号及び122号～134号は挙手多数，その他の議案は

全会一致により全て可決することに決定する。 

2 特記事項 

 ・議第84号，85号については，市長から，10月26日に，議案撤回の申出があ

り，議案審査を見送った。 

 

 まちづくり委員会 

会議の日時 8月20日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後2時17分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・屋外広告物の安全対策の更なる充実に関する市民意見募集の結果について 

 ・「地域との調和」と更なる「質の向上」を目指した宿泊施設に関する取組素案

（一部宿泊施設以外のバリアフリー基準の充実も含みます。）の市民意見募集

について 

2 一般質問 

・叡電鞍馬線の状況について 

・都市計画審議会について 

・市営住宅の住み替えと修繕の負担区分について 

・京都市すこやか住宅ネットについて 

・地域コミュニティ活性化に資する新たな住まい創出支援事業について 

・旧伏見工業高校前の安全な歩行空間の確保について 

・植松公園の活用について 

・東山自然緑地整備事業について 

まちづくり委員会 

会議の日時 9月10日（木）  開会 午前10時00分  散会 午前11時09分 
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会議の内容 1 一般質問 

・タクシー事業者のコロナ対策への補助事業の進捗状況について 

・空き家の適正管理について 

・北泉通整備事業の進捗状況について 

・ＪＲ西大路駅及び周辺道路のバリアフリー化等について 

・公園の再整備について 

・放置自転車対策について 

・みっけ隊の活用について 

・大宮交通公園の整備について 

 まちづくり委員会 

会議の日時 10月20日（火）  開会 午前10時00分   散会 午後3時24分 

会議の内容 1 付託議案審査 10件 

 ・議第86号  地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部改正 

 ・議第87号  市営住宅条例の一部改正 

 ・議第107号 市道路線の認定 

 ・議第108号 市道路線の廃止 

 ・議第109号 訴えの提起 

 ・議第110号 訴えの提起 

 ・議第111号 訴えの提起 

 ・議第112号 訴えの提起 

 ・議第120号 崇仁市営住宅増築工事（崇仁南部新3棟及び新4棟（仮称）新築工

事）請負契約の変更 

 ・議第121号 下鳥羽市営住宅改修工事請負契約の変更 

2 報告事項 

 ・「京都市市街化調整区域における地区計画運用基準」改定案に関する市民意見

の募集について 

 ・新景観政策の更なる進化「地域のまちづくりの推進と特例制度の活用」に関

する市民意見の募集について 

 ・京都市歴史的風致維持向上計画（2期）に関する市民意見の募集について 

 ・次期「京都市建築物安心安全実施計画」骨子（案）に関する市民意見の募集

について 

3 一般質問 

・壬生賀陽御所町のマンション建設計画の進捗状況について 

・点字ブロックの整備状況について 

・放置自転車対策について 

・歩いて楽しいまちなかゾーンについて 

 まちづくり委員会 

会議の日時 10月26日（月） 開会 午後2時46分  散会 午後2時49分 
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会議の内容 1 付託議案審査 10件（討論結了） 

  会派等の検討結果 

   自民，公明，民フ，京都，維新：全て賛成 

   共産：議第87号，120号は反対，その他の議案は賛成。 

   審査結果 

   表決の結果，議第87号及び120号は挙手多数，その他の議案8件は全会一致

により全て可決することに決定する。 

 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 8月7日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後0時25分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・市バス運転士が運転しながら業務用携帯電話を使用した事案について 

2 一般質問 

・帰省シーズンに向けた感染症対策の強化について 

・敬老乗車証制度の意義について 

・市バス車両のリースバック契約について 

・雨に強いまちづくりについて 

・中小企業等IT利活用支援事業について 

・ガイドライン推進宣言事業所ステッカーの交付について 

・地元応援！京都で食べよう，泊まろうキャンペーンの現状について 

・京都市伝統産業つくり手支援事業補助金について 

3 要求資料 

 ・市バス車両リースの契約スキームについて 

 ・市バス車両リースの契約書（写し） 

 ・市バス車両のリース料と企業債償還金及び支払利息の費用負担比較（2両分）

について 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 8月21日（金）  開会 午前10時01分  散会 午後0時20分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・地下鉄烏丸線北大路駅の信号装置故障に伴う輸送障害について 

 ・高雄地域への均一運賃区間の拡大等について 

 ・京都市中央卸売市場第一市場内敷地における土壌汚染対策法に基づく区域指

定について 

2 一般質問 

 ・花を活かした賑わい創出事業の現在の状況について 

・京都市商店街緊急支援補助金の有効活用について 

・引き続きの事業者支援について 

・新しい生活スタイル対応のための感染症対策補助金の創設について 
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・農産物等の販路拡大事業の現在の状況について 

・山科区のセブンイレブンにおける地元農産物の販売状況について 

3 要求資料 

 ・「京都市交通局市バス・地下鉄事業経営ビジョン」における地下鉄事業の主な

設備更新計画について 

 ・コロナ禍における場内事業者の取引状況と京都市の主な対応策について 

 ・土壌汚染対策法に基づき区域指定された該当地の利用履歴と調査個所について 

 ・「関連2号棟」で地下水調査を実施しなかった理由について 

 ・汚染土壌の撤去・処理費用（概算）について 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 9月11日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後2時05分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・高速鉄道事業駅職員業務受託事業者の選定結果について 

 ・「飲食店デリバリーサービス利用促進キャンペーン」の実施結果について 

2 一般質問 

 ・地下鉄の階段及び連絡路における歩行表示について 

 ・大型二種免許の未取得者を対象とした市バス運転士採用試験の実施について 

 ・水道料金の減免制度について 

 ・GoToイートについて 

 ・京都国際会館における今後のMICE開催の方向性について  

 ・地域企業条例の具体化について 

 ・GoToトラベルの評価とGoToイートの取組について 

 ・令和2年度版わたしたちの伝統産業の活用状況について 

 ・仁和寺門前のホテル建設計画について 

3 要求資料 

 ・他都市におけるデリバリー利用促進事業の実施状況について 

産業交通水道委員会 

会議の日時 10月21日（水）  開会 午前10時01分  散会 午前11時54分 

会議の内容 1 付託議案審査 1件 

 ・議第89号 特定環境保全公共下水道公債償還基金条例を廃止する条例の制定 

2 陳情審査 

 ・陳情第111号 仁和寺前のホテル建設計画の中止等 

3 一般質問 

・疏水物語の活用について 

・民有地における共同排水設備について 

・伝統産業の後継者育成について 

・GoToトラベルキャンペーンについて 

・観光振興審議会の在り方について 
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・車椅子利用者のバス待ち環境改善について 

・バスからバスへの無料乗継ぎについて 

・12号，59号系統の市バス経路変更の検証について 

4 要求資料 

 ・共同排水設備から公共下水道管に布設替えした箇所等について 

 産業交通水道委員会 

会議の日時 10月26日（月）  開会 午後2時49分  散会 午後2時51分 

会議の内容 1 付託議案審査 1件（討論結了） 

  会派等の検討結果 

   全会派：賛成 

   審査結果 

   表決の結果，全会一致により可決することに決定する。 
 

-44-



 

■ 予算・決算特別委員会 

 

 予算特別委員会 

会議の日時 9月23日（水）  開会 午前11時04分  散会 午前11時07分 

会議の内容 1 正副委員長の互選 

委 員 長    井 あきら 委員 

副委員長  西 村 義 直 委員 

      河 合 ようこ 委員 

      かわしま優 子 委員 

      片 桐 直 哉 委員 

      加 藤 昌 洋 委員 

      玉 本 なるみ 委員 

2 分科会の設置 

  別記10のとおり3個の分科会を設置することを決定する。 

3 分科会委員の選任 

  別記11のとおり選任することを決定する。 

4 審査日程 

  審査日程案（別記12）のとおりとする。 

 予算特別委員会第１分科会・第２分科会・第３分科会合同分科会 

会議の日時 9月23日（水）  開会 午前11時07分  散会 午前11時08分 

会議の内容 1 正副主査の互選 

  第1分科会  主 査 かわしま 優子 副委員長   

         副主査 玉 本 なるみ 副委員長 

  第2分科会  主 査 西 村 義 直 副委員長 

         副主査 片 桐 直 哉 副委員長 

第3分科会  主 査 河 合 ようこ 副委員長 

         副主査 加 藤 昌 洋 副委員長 

2 審査日程   

審査日程案（別記12）のとおりとする。 

 予算特別委員会第１分科会 

会議の日時 9月24日（木）  開会 午前10時01分  散会 午後3時32分 

会議の内容 1 付託議案審査（行財政局，総合企画局，文化市民局，消防局，選挙管理委員会事務局質疑） 

・議第116号 2年度一般会計補正予算ほか3件 

2 要求資料 

 ・文化会館の利用料金収入実績について 
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予算特別委員会第２分科会 

会議の日時 9月24日（木）  開会 午前10時00分  散会 午後3時30分 

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局，子ども若者はぐくみ局，建設局質疑） 

 ・議第116号 2年度一般会計補正予算 ほか3件 

2 要求資料 

 ・国民健康保険料の新型コロナウイルス感染症特例減免及び収入減少減免の適用状況

（行政区ごと，令和2年8月末累計） 

 予算特別委員会第３分科会 

会議の日時 9月24日（木）  開会 午前10時00分 散会 午後3時03分 

会議の内容 1 付託議案審査（産業観光局質疑） 

・議第116号 2年度一般会計補正予算 ほか3件 

2 要求資料 

・農産物等の販路拡大事業の申請状況について 

 ・事業継続に向けた業種別団体等担い手確保・育成支援補助金の業種別の申請件数に

ついて 

 予算特別委員会 

会議の日時 9月28日（月）  開会 午後2時00分 散会 午後2時02分 

会議の内容 1 付託議案審査 4件（討論結了） 

  会派の検討結果 

   自民：全ての議案について賛成。議第116号に1個の付帯決議を付す。 

共産，公明，民フ，京都，維新，無：全ての議案について賛成。 

   審査結果 

ｱ 全ての議案について全会一致で可決することに決定する。 

ｲ 付帯決議の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任することとする。 

 決算特別委員会 

会議の日時 9月29日（火） 開会 午前10時43分 散会 午前10時45分 

会議の内容 1 正副委員長の互選 

委 員 長    井 あきら 委員 

副委員長  西 村 義 直 委員 

      河 合 ようこ 委員 

      かわしま優 子 委員 

      片 桐 直 哉 委員 

      加 藤 昌 洋 委員 

      玉 本 なるみ 委員 

2 分科会の設置 

  別記13のとおり3個の分科会を設置することを決定する。 
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3 分科会委員の選任 

  別記14のとおり選任することを決定する。 

4 審査日程 

  審査日程案（別記15）のとおりとする。 

 決算特別委員会第１分科会・第２分科会・第３分科会合同分科会 

会議の日時 9月29日（火） 開会 午前10時45分 散会 午前10時46分 

会議の内容 1 正副主査の互選 

  第1分科会  主 査 かわしま 優子 副委員長   

         副主査 玉 本 なるみ 副委員長 

  第2分科会  主 査 西 村 義 直 副委員長 

         副主査 片 桐 直 哉 副委員長 

第3分科会  主 査 河 合 ようこ 副委員長 

         副主査 加 藤 昌 洋 副委員長 

2 審議日程 

  審査日程案（別記15）のとおりとする。 

 決算特別委員会 

会議の日時 10月2日（金） 開会 午前10時00分 散会 午後2時58分 

会議の内容 1 付託決算審査（書類審査） 

 ・報第2号   元年度一般会計歳入歳出決算 

 ・報第3号   元年度母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算 

 ・報第4号   元年度国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

 ・報第5号   元年度介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

 ・報第6号   元年度後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 ・報第7号   元年度中央卸売市場第一市場特別会計歳入歳出決算 

 ・報第8号   元年度中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計歳入歳出決算 

 ・報第9号   元年度農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算 

 ・報第10号  元年度土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

 ・報第11号  元年度駐車場事業特別会計歳入歳出決算 

 ・報第12号  元年度土地取得特別会計歳入歳出決算 

 ・報第13号  元年度市公債特別会計歳入歳出決算 

 ・報第14号  元年度市立病院機構病院事業債特別会計歳入歳出決算 

 ・報第15号  元年度水道事業特別会計決算 

 ・報第16号  元年度公共下水道事業特別会計決算 

 ・報第17号  元年度自動車運送事業特別会計決算 

 ・報第18号  元年度高速鉄道事業特別会計決算 

 ・議第114号 元年度水道事業特別会計未処分利益剰余金及び資本剰余金の処分に

ついて 
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  ・議第115号 元年度公共下水道事業特別会計未処分利益剰余金及び資本剰余金の

処分について 

2 特記事項 

 ・委員会の開会及び散会の宣告は本会議場で行い，休憩及び再開の宣告並びに調査は

市会第1会議室，市会第2会議室及び市会第3会議室で行った。 

 決算特別委員会第１分科会 

会議の日時 10月5日（月） 開会 午前10時01分 散会 午後2時39分 

会議の内容 1 説明聴取（環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，会計室，消防局，選挙

管理委員会事務局，人事委員会事務局，監査事務局，市会事務局） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 付託決算審査（行財政局質疑） 

3 要求資料 

・令和元年度における課税標準額の階層別総所得の対前年度比増減について 

・三位一体改革がなかった場合の個人市民税所得割の影響額（令和元年度当初課税ベ 

ース）について 

・市長・副市長の地域手当の支給状況（令和元年度）について 

・正職員及び再任用職員数の推移 

・本市退職職員の再就職の状況について 

 決算特別委員会第２分科会 

会議の日時 10月5日（月） 開会 午前10時00分 散会 午前10時55分 

会議の内容 1 説明聴取（保健福祉局，子ども若者はぐくみ局，都市計画局，建設局，教育委員会） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第３分科会 

会議の日時 10月5日（月） 開会 午前10時01分 散会 午前10時53分 

会議の内容 1 説明聴取（産業観光局，交通局，上下水道局） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第１分科会 

会議の日時 10月6日（火） 開会 午前10時00分 散会 午後3時30分 

会議の内容 1 付託決算審査（会計室，選挙管理委員会事務局，監査事務局，人事委員会事務局，行

財政局質疑） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・令和元年度労働基準法等の適用状況に関する調査（市立学校・幼稚園）の調査項目

について 

 ・投資的経費の一般財源推移（決算ベース）について 

 ・市民一人当たりの時間外勤務手当支給額（政令市比較）について 

 ・民間事業者との人事交流の状況について（令和2年4月1日時点） 
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 ・他都市での専門分野における任期付ポストの設置状況について 

・2階級上及び3階級上の職員の最低給料月額より多い給料月額が支給されている職員

数について 

 決算特別委員会第２分科会 

会議の日時 10月6日（火） 開会 午前10時00分 散会 午後3時19分 

会議の内容 1 付託決算審査（保健福祉局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・保健福祉局が所管する全国トップレベルの主な事業における令和元年度決算額 

 ・国民健康保険事業特別会計における後発医薬品差額通知事業の年間通知件数につい

て（過去5年間の推移） 

 ・動物愛護事業推進基金に係る平成24年度以降の寄付金額及び基金充当額並びにその

使用用途について（単年度別） 

 決算特別委員会第３分科会 

会議の日時 10月6日（火） 開会 午前10時02分 散会 午後3時20分 

会議の内容 1 付託決算審査（産業観光局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第１分科会 

会議の日時 10月7日（水） 開会 午前10時00分 散会 午後3時20分 

会議の内容 1 付託決算審査（市会事務局，総合企画局質疑） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・大型汎用コンピュータオープン化事業に要した費用について（令和元年度分まで） 

 ・大学における独自の学生支援の取組 

 決算特別委員会第２分科会 

会議の日時 10月7日（水） 開会 午前10時00分 散会 午後3時17分 

会議の内容 1 付託決算審査（子ども若者はぐくみ局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・子ども若者はぐくみ局所管事業一覧及び令和元年度決算額 

 決算特別委員会第３分科会 

会議の日時 10月7日（水） 開会 午前10時02分 散会 午後3時19分 

会議の内容 1 付託決算審査（産業観光局，上下水道局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・政令指定都市における学校給食での地場産品の使用率及び使用品目について 
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 決算特別委員会第１分科会 

会議の日時 10月8日（木） 開会 午前10時00分 散会 午後3時09分 

会議の内容 1 付託決算審査（消防局質疑） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

・「地域力を生かした住宅用火災警報器設置促進事業」における共同購入実績について 

 決算特別委員会第２分科会 

会議の日時 10月8日（木） 開会 午前10時00分 散会 午後3時17分 

会議の内容 1 付託決算審査（教育委員会質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第３分科会 

会議の日時 10月8日（木） 開会 午前10時00分 散会 午後3時04分 

会議の内容 1 付託決算審査（上下水道局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・下水道管路に係る将来予測について 

 決算特別委員会第１分科会 

会議の日時 10月9日（金） 開会 午前10時00分 散会 午後3時12分 

会議の内容 1 付託決算審査（環境政策局質疑） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

2 要求資料 

 ・再整備後の新庁舎におけるエネルギー消費量の削減目標及び再生可能エネルギー設

備導入計画について 

 決算特別委員会第２分科会 

会議の日時 10月9日（金） 開会 午前10時00分 散会 午後3時16分 

会議の内容 1 付託決算審査（都市計画局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第３分科会 

会議の日時 10月9日（金） 開会 午前10時00分 散会 午後3時07分 

会議の内容 1 付託決算審査（交通局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第１分科会 

会議の日時 10月12日（月） 開会 午前10時00分 散会 午後3時16分 

会議の内容 1 付託決算審査（文化市民局質疑） 

-50-



 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第２分科会 

会議の日時 10月12日（月） 開会 午前10時00分 散会 午後3時24分 

会議の内容 1 付託決算審査（建設局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会第３分科会 

会議の日時 10月12日（月） 開会 午前10時00分 散会 午後3時17分 

会議の内容 1 付託決算審査（交通局質疑） 

・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会 

会議の日時 10月16日（金） 開会 午前10時00分 散会 午後5時42分 

会議の内容 1 付託決算審査（総括質疑） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会 

会議の日時 10月19日（月） 開会 午前10時00分 散会 午後5時49分 

会議の内容 1 付託決算審査（総括質疑） 

 ・報第2号 元年度一般会計歳入歳出決算 ほか18件 

 決算特別委員会 

会議の日時 10月26日（月） 開会 午後4時01分 散会 午後4時06分 

会議の内容 1 付託議案審査 19件（討論結了） 

   会派の検討結果 

   自民：報第2号～18号は認定。議第114号，115号は賛成。報第2号に1個の意見を

付す。 

   共産：報第2号，4号～7号，15号～18号は認定せず，その他の決算は認定。 

議第114号，115号は賛成。 

公明，京都，無：報第2号～18号は認定。議第114号，115号は賛成。 

民フ：報第2号～18号は認定。議第114号，115号は賛成。報第2号に2個の意見を

付す。 

維新：報第2号は認定せず，その他の決算は認定。 

議第114号，115号は賛成。 

   審査結果 

  ｱ 表決の結果，報第2号，4号～7号，15号～18号は挙手多数，その他の決算8件は全

会一致により全て認定し，議第114号，115号は全会一致により全て可決すること

に決定する。 

  ｲ 付す意見の取りまとめは，正副委員長と各会派の代表に一任することとする。 
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                 （別記10） 

 

予算特別委員会の分科会 

（委員会要綱３及び４による） 

 

分科会 所     管 

第１分科会 環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，会計

管理者，消防局，選挙管理委員会，人事委員会，監査委

員及び市会事務局の所管に属する事項並びに第２分科会

及び第３分科会の所管に属しない事項  

 

第２分科会 保健福祉局，子ども若者はぐくみ局，都市計画局，建設

局及び教育委員会の所管に属する事項 

 

第３分科会 産業観光局，交通局及び上下水道局の所管に属する事項 
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(別記11) 

予算特別委員会第１分科会委員 

 

田 中 たかのり議員  津 田 大 三 議員  富   きくお 議員 

平 山 たかお 議員  みちはた 弘之 議員  椋 田 隆 知 議員 

  井 あきら 議員  井 坂 博 文 議員  井 上 けんじ 議員 

加 藤 あ い 議員  玉 本 なるみ 議員  西 野 さち子 議員 

森 田 ゆみ子 議員  かわしま 優子 議員  大 道 義 知 議員 

平 山 よしかず議員  小 島 信太郎 議員  山 岸 たかゆき議員 

大 津 裕 太 議員  小山田 春 樹 議員  宇佐美 賢 一 議員 

こうち 大 輔 議員 

                            以上 22 名 

 

予算特別委員会第２分科会委員 

 

井 上 よしひろ議員  さくらい 泰広 議員  下 村 あきら 議員 

寺 田 一 博 議員  西 村 義 直 議員  橋 村 芳 和 議員 

森 田   守 議員  やまず まい子 議員  かまの 敏 徳 議員 

くらた 共 子 議員  鈴 木 とよこ 議員  とがし   豊 議員 

  口 英 明 議員  ほ り 信 子 議員  兵 藤 しんいち議員 

松 田 けい子 議員  湯 浅 光 彦 議員    田 孝 雄 議員 

片 桐 直 哉 議員  中 野 洋 一 議員  神 谷 修 平 議員 

くぼた まさき 議員  森 川   央 議員 

                              以上 23 名 

 

予算特別委員会第３分科会委員 

 

加 藤 昌 洋 議員  繁     夫 議員  しまもと 京司 議員 

田 中 明 秀 議員  豊 田 恵 美 議員  中 村 三之助 議員 

山 本 恵 一 議員  赤 阪   仁 議員  河 合 ようこ 議員 

平 井 良 人 議員  山 田 こうじ 議員  やまね 智 史 議員 

山 本 陽 子 議員  青 野 仁 志 議員  国 本 友 利 議員 

曽 我   修 議員  天  方 ひろゆき議員  安 井 つとむ 議員 

江 村 理 紗 議員  森   かれん 議員  菅 谷 浩 平 議員 

以上 21 名  
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 （別記12） 

 

月　日 参　　考

第１分科会 第２分科会 第３分科会

局　別　質　疑 局　別　質　疑 局　別　質　疑

２５日（金） （議員会）

２６日（土）

２７日（日）

２８日（月） 議運

２９日（火） 本会議

※９月２４日（木）の各分科会の局別質疑の対象局及び質疑順

　　　 第１分科会　行財政局，総合企画局，文化市民局，消防局，選挙管理委員会事務局

　　 　第２分科会　保健福祉局，子ども若者はぐくみ局，建設局

　　 　第３分科会　産業観光局

予算特別委員会審査日程（案）

（理事会）

日　　　　　　　　　程

分科会審査内容報告作成配布

委員長報告

委員会(討論結了）　　

  ９月２４日（木）
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（別記13） 

決算特別委員会の分科会 

（委員会要綱３及び４による） 

 

分科会 所     管 

第１分科会 環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，会計

管理者，消防局，選挙管理委員会，人事委員会，監査委

員及び市会事務局の所管に属する事項並びに第２分科会

及び第３分科会の所管に属しない事項  

 

第２分科会 保健福祉局，子ども若者はぐくみ局，都市計画局，建設

局及び教育委員会の所管に属する事項 

 

第３分科会 産業観光局，交通局及び上下水道局の所管に属する事項 
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（別記14） 

決算特別委員会第１分科会委員 

 

田 中 たかのり議員  津 田 大 三 議員  富   きくお 議員 

平 山 たかお 議員  みちはた 弘之 議員  椋 田 隆 知 議員 

  井 あきら 議員  井 坂 博 文 議員  井 上 けんじ 議員 

加 藤 あ い 議員  玉 本 なるみ 議員  西 野 さち子 議員 

森 田 ゆみ子 議員  かわしま 優子 議員  大 道 義 知 議員 

平 山 よしかず議員  小 島 信太郎 議員  山 岸 たかゆき議員 

大 津 裕 太 議員  小山田 春 樹 議員  宇佐美 賢 一 議員 

こうち 大 輔 議員 

                            以上 22 名 

 

決算特別委員会第２分科会委員 

 

井 上 よしひろ議員  さくらい 泰広 議員  下 村 あきら 議員 

寺 田 一 博 議員  西 村 義 直 議員  橋 村 芳 和 議員 

森 田   守 議員  やまず まい子 議員  かまの 敏 徳 議員 

くらた 共 子 議員  鈴 木 とよこ 議員  とがし   豊 議員 

  口 英 明 議員  ほ り 信 子 議員  兵 藤 しんいち議員 

松 田 けい子 議員  湯 浅 光 彦 議員    田 孝 雄 議員 

片 桐 直 哉 議員  中 野 洋 一 議員  神 谷 修 平 議員 

くぼた まさき 議員  森 川   央 議員 

                              以上 23 名 

 

決算特別委員会第３分科会委員 

 

加 藤 昌 洋 議員  繁     夫 議員  しまもと 京司 議員 

田 中 明 秀 議員  豊 田 恵 美 議員  中 村 三之助 議員 

山 本 恵 一 議員  赤 阪   仁 議員  河 合 ようこ 議員 

平 井 良 人 議員  山 田 こうじ 議員  やまね 智 史 議員 

山 本 陽 子 議員  青 野 仁 志 議員  国 本 友 利 議員 

曽 我   修 議員  天  方 ひろゆき議員  安 井 つとむ 議員 

江 村 理 紗 議員  森   かれん 議員  菅 谷 浩 平 議員 

以上 21 名  
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参　考

３０日 （水） 本会議

10月1日 （木） 本会議

２日 （金） 委員会（書類調査） 　

３日 （土） －休日－

４日 （日） －休日－

第１分科会 第２分科会 第３分科会 　

説明聴取 説明聴取 説明聴取

行財政局

６日 （火）
会計・選管･監査･
人事・行財政局

保健福祉局 産業観光局  

７日 （水）
市会・

総合企画局
子ども若者はぐくみ局

産業観光局・
上下水道局

　

８日 （木） 　 消防局 教育委員会 上下水道局 　

９日 （金） 環境政策局 都市計画局 交通局 　

１０日 （土） －休日－

１１日 （日） －休日－

１２日 （月） 文化市民局 建設局 交通局  

１３日 （火） 　 　 　 　

１４日 （水）

１５日 （木） 　 自治記念日

１６日 （金） 　 　

１７日 （土） －休日－

１８日 （日） －休日－

１９日 （月） 　

２０日 （火）

２１日 （水） （理事会）

２２日 （木） (議員会）

２３日 （金） (議員会）

２４日 （土） －休日－

２５日 （日） －休日－

２６日 （月） 議運

２７日 （火） 本会議　委員長報告

　

決算特別委員会日程（案）

９月２９日 本会議（火）

５日 （月）

日　　　　　　　　　　　程

　合同分科会（正副主査の互選，日程の決定）

月　日

　委員会（正副委員長の互選，分科会の設置，日程の決定）

　

  委員会（討論結了）

　分科会審査内容報告作成配布　

　委員会（総括質疑）

　委員会（総括質疑）

 

（別記15） 
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■ 委員の派遣 

 

常任委員会 

 

文化環境委員会（実地視察） 

視 察 日 視察先又は視察事項 

8月18日（火） 
・京都市京セラ美術館（リニューアル後の美術館の視察，「新しい生活様式」 

を踏まえた感染症対策の視察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   京都市京セラ美術館          
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教育福祉委員会（実地視察） 

視 察 日 視察先又は視察事項 

9月9日（水） 
・京都市青少年科学センター（リニューアルオープンを控えたプラネタリウ

ムの視察，センター内の新型コロナウイルス感染症対策の視察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 京都市青少年科学センター  
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まちづくり委員会（実地視察） 

視 察 日 視察先又は視察事項 

8月6日（木） ・京都市立京都京北小中学校（公共建築における木材利用の視察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 京都市立京都京北小中学校 
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■ 議案処理一覧 

令和2年定例会（9月市会） 

1 議員提出議案 
自 共 公 民 京 維 無

所

民 産 明 フ 都 新 属

10.27 10.27 市会9
新型コロナウイルス感染症の影響下における公営
企業の損失補填を求める意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会議員全員

10.27 10.27 市会10
医療機関への財政支援及び公衆衛生の充実・強化
を求める意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会議員全員

10.27 10.27 市会11
義務教育における30人学級の推進を求める意見書
の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，共産，
公明，民フ，
京都，無所属

10.27 10.27 市会12

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政
の急激な悪化に対し地方税財源の確保を求める意
見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，
民フ，京都，
維新，無所属

10.27 10.27 市会13
防災・減災，国土強靭化対策の継続・拡充を求め
る意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，
維新，無所属

10.27 10.27 市会14

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切
な介護報酬への改定を求める意見書の提出につい
て

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，
維新，無所属

10.27 10.27 市会15

介護サービス事業所の減収対策について，介護報
酬の特例措置を中止し直接支援を求める意見書の
提出について

否決 × ○ × × × × × 共産

10.27 10.27 市会16
地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意
見書の提出について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，
維新，無所属

10.27 10.27 市会17
コンビニ交付サービスを活用したり災証明書の交
付を求める意見書の提出について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，
維新，無所属

10.27 10.27 市会18
GIGAスクール構想への継続的な財政支援を求める
意見書の提出について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，

維新

提出会派等

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果

 
（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

2 市長提出議案 

自 共 公 民 京 維 無

所

民 産 明 フ 都 新 属

9.23 10.27 議79
京都市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条
例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議80
京都市地方独立行政法人の役員等の損害賠償責任
の最低責任限度額を定める条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 - 議81
京都市市税条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

- - - - - - - - 継続審議

9.23 10.27 議82
京都市特別養護老人ホーム条例の一部を改正する
条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議83

京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を
確保するための措置に関する条例の一部を改正す
る条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 - 議84
京都市保育所条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

- - - - - - - -
10月27日議案の

撤回を承認

9.23 - 議85
京都市児童館及び学童保育所条例の一部を改正す
る条例の制定について

- - - - - - - -
10月27日議案の

撤回を承認

9.23 10.27 議86

京都市地区計画の区域内における建築物等の制限
に関する条例の一部を改正する条例の制定につい
て

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議87
京都市市営住宅条例の一部を改正する条例の制定
について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議88
京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例
の一部を改正する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議89
京都市特定環境保全公共下水道公債償還基金条例
を廃止する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27
議90～
議106

指定管理者の指定について（子ども若者はぐくみ
局関係）

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議107 市道路線の認定について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議108 市道路線の廃止について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議109 訴えの提起について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果
付帯決議等
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自 共 公 民 京 維 無

所

民 産 明 フ 都 新 属

9.23 10.27 議110 訴えの提起について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議111 訴えの提起について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議112 訴えの提起について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議113 訴訟上の和解について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議114
令和元年度京都市水道事業特別会計未処分利益剰
余金及び資本剰余金の処分について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議115
令和元年度京都市公共下水道事業特別会計未処分
利益剰余金及び資本剰余金の処分について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 9.29 議116 令和2年度京都市一般会計補正予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

9.23 9.29 議117
令和2年度京都市国民健康保険事業特別会計補正予
算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 9.29 議118 令和2年度京都市介護保険事業特別会計補正予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 9.29 議119 令和2年度京都市後期高齢者医療特別会計補正予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議120
崇仁市営住宅増築工事（崇仁南部新3棟及び新4棟
（仮称）新築工事）請負契約の変更について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 議121 下鳥羽市営住宅改修工事請負契約の変更について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27
議122～

134
動産の取得について 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

9.23 10.27 報2 令和元年度京都市一般会計歳入歳出決算 認定 ○ × ○ ○ ○ × ○ 付す意見

9.23 10.27 報3
令和元年度京都市母子父子寡婦福祉資金貸付事業
特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報4
令和元年度京都市国民健康保険事業特別会計歳入
歳出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報5
令和元年度京都市介護保険事業特別会計歳入歳出
決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報6
令和元年度京都市後期高齢者医療特別会計歳入歳
出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報7
令和元年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計
歳入歳出決算

認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報8
令和元年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場
特別会計歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報9
令和元年度京都市農業集落排水事業特別会計歳入
歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報10
令和元年度京都市土地区画整理事業特別会計歳入
歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報11
令和元年度京都市駐車場事業特別会計歳入歳出決
算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報12 令和元年度京都市土地取得特別会計歳入歳出決算 認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報13 令和元年度京都市市公債特別会計歳入歳出決算 認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報14
令和元年度京都市立病院機構病院事業債特別会計
歳入歳出決算

認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報15 令和元年度京都市水道事業特別会計決算 認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報16 令和元年度京都市公共下水道事業特別会計決算 認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報17 令和元年度京都市自動車運送事業特別会計決算 認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

9.23 10.27 報18 令和元年度京都市高速鉄道事業特別会計決算 認定 ○ × ○ ○ ○ ○ ○

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果
付帯決議等

 
（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 
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■ 付帯決議 

 

議第 116 号に対する付帯決議 

新型コロナウイルス感染症拡大による影響への対策として各種施策が実行されているが，その

効果についてはしっかりと検証を行い，検証結果を活用することで，今後の対策をより有効なも

のにするよう努めること。また，財源については国に対して要望するとともに，本市としても最

大限の努力をすること。 

 

（賛成会派等） 

 全会派等 

 

議第 122 号～134 号に対する付帯決議 

ＧＩＧＡスクール構想の下で進める小・中学校等の児童生徒用に一人一台の端末整備を行う

ためにタブレット型コンピューターを買い入れようとするものであるが，これは令和 2 年度の

国の予算措置で実現した。しかしながら今後のランニングコストについては，概算ではあるが，

ＰＣ端末整備完了後における機器の保守管理に 3 億円，自宅に通信環境がない家庭における通

信回線使用料に 6,500 万円，家庭学習用教材・学習支援ソフトに 1 億円，インターネット回線

強化に 7,000 万円，フィルタリング対策に 1 億円，ＩＣＴ支援員に 1 億 8,000 万円という多額

の経費が毎年度必要となり，さらに約 4 年間の使用後のＰＣ端末更新に係る費用に 41 億円が必

要である事が判明した。 

 よって教育委員会は，教育の機会均等という国の教育施策の骨幹として，ＧＩＧＡスクール

構想を持続可能な取組とするためにも，これらの経費を精査したうえで、国において財政措置

を行うよう強く求めること。 

   

（賛成会派等） 

 自民，公明，民フ，京都，維新，無所属 

 

報第 2 号に対する付す意見 

1 大型汎用コンピュータオープン化事業については，先般の代表質問や決算の審議で一部を除

き事業の見通しが立てられず，事実上の断念とすることが報告された。 

 議会としては，平成 29 年 3 月 24 日の付帯決議では，猛省のうえ事業の推進に当たること。

平成 29 年 12 月 8 日の付帯決議では，3 年間の開発延期，17 億円の市民負担増を指摘するとと

もに，更なる猛省のうえ，市民負担増や計画の遅延がないよう指摘し，進捗状況の議会への報

告を求めた。しかしながら，付帯決議の内容が守られていないことが判明し，令和 2 年 2 月 28

日には，三度猛省を促すとともに，早急に体制を整え，課題への対応策を見極めたうえで，責

任の所在を明確にし，十分な総括を行い，市民に理解が得られる内容を議会に速やかに報告す

ることを求める警告を決議するに至った。 

 今回の決算の審議でも，市長は自ら責任を認めたが，事業断念の背景として，1 度目の遅延

は受託者の責任，2 度目の遅延はより高いレベルを求めた結果や新型コロナウイルスによる影

響であるとの説明など，行政の反省になっているとは言えない状況である。 

さらに，現在の損失額も算定できないなど，市民に理解が得られる状況とはなっていない。

ついては，事業の総括を行い，損失額も含めて市民に説明できる内容を，早急に議会に報告 

 することを求める。 

2 令和元年度決算においても，50 億円の公債償還基金の取崩しを行うなど，本市の財政状況は

厳しい状況にある。今後コロナ禍の影響で更に厳しい状況が予測される。 

来年度以降の予算編成に当たっては，全ての事業を再点検し，徹底した選択と集中を行い，

全職員が財政的な危機意識を共有し一丸となって財政運営を行うことが必要である。 

歳出の見直しに当たっては，福祉経費のみならず投資的経費や補助金等総合的な見直しを行

い，中期計画にのっとった厳格な取組を行うこと。 
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（賛成会派等） 

1 全会派等 

2 自民，公明，民フ，京都，維新，無所属 
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1 新型コロナウイルス感染症の影響下における公営企業の損失補填を求める意見書 

   （10月27日可決，市会議員全員共同提案） 

2 医療機関への財政支援及び公衆衛生の充実・強化を求める意見書 

  （10月27日可決，市会議員全員共同提案） 

3 義務教育における３０人学級の推進を求める意見書 

  （10月27日可決，自民，共産，公明，民フ，京都，無所属共同提案） 

4 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税

財源の確保を求める意見書 

  （10月27日可決，自民，公明，民フ，京都，維新，無所属共同提案） 

5 防災・減災，国土強靱化対策の継続・拡充を求める意見書 

  （10月27日可決，自民，公明，維新，無所属共同提案） 

6 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切な介護報酬への改定を求め

る意見書 

  （10月27日可決，自民，公明，維新，無所属共同提案） 

7 介護サービス事業所の減収対策について，介護報酬の特例措置を中止し直接支

援を求める意見書 

  （10月27日否決，共産提案） 

8 地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書 

  （10月27日可決，自民，公明，維新，無所属共同提案） 

9 コンビニ交付サービスを活用したり災証明書の交付を求める意見書 

  （10月27日可決，自民，公明，維新，無所属共同提案） 

10 ＧＩＧＡスクール構想への継続的な財政支援を求める意見書 

  （10月27日可決，自民，公明，維新共同提案） 

 

■ 意見書・決議 
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市会議第９号 

 

新型コロナウイルス感染症の影響下における公営企業の損失補填を求める意見書の

提出について 

 

新型コロナウイルス感染症の影響下における公営企業の損失補填を求める意見書を次のとお

り提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                        提出者  市 会 議 員 全 員 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣， 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

新型コロナウイルス感染症の影響下における公営企業の損失補填を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の影響下においては，緊急事態宣言が発出されるなど，社会にお

いてこれまでにない大きな影響が出てきている。そういった中でも，各地域における公営企業

においては，非常に厳しい状況下においても，感染拡大への対策を講じながら運営を維持して

きた。 

京都市交通局の市バス・地下鉄事業においては，大幅に乗客数が減少し，現在も昨年に比べ

て大きく下回っている。このような状況の中で，今年度の赤字を試算したところ，市バス事業

では最大８５億円，地下鉄事業では最大８９億円，本年３月の水準に乗客数が戻ったと仮定し

ても，市バス事業で７５億円，地下鉄事業で７３億円の赤字が見込まれている。地下鉄事業で

は，令和２年度の決算の段階で「経営健全化団体」へと転落する可能性が高くなっている。京

都市交通局としても，費用の削減への取組を進めているが，乗客数が回復しない中で非常に厳

しい経営環境となっており，今後は，運賃の値上げも検討せざるを得ない状況である。特に，

独立採算で運営される公営交通事業は，市民の日常的な交通手段として重要な役割を果たして

きており，市民が利用しやすい運賃での運行が今後も求められる。 

また，上下水道事業においても，飲食・観光業への影響により有収水量，有収汚水量が減少

し，４月から８月にかけて両事業合計で前年同期比で１３億円の減収となっている。このよう

な状況下で，今後予定している管路の更新をはじめとした施設の維持管理について，中期経営

プランどおりの実施を行ううえで，懸念が生じてきている。上下水道事業は生活において最も

重要なライフラインであり，その維持管理については安定した経営状況で行われる必要があ

る。 

よって国におかれては，公営企業がこれまで果たしてきた役割を踏まえ，新型コロナウイル

ス感染症により大幅に減少した収入を補填することを求める。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１０号 

 

医療機関への財政支援及び公衆衛生の充実・強化を求める意見書の提出について 

 

医療機関への財政支援及び公衆衛生の充実・強化を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                        提出者  市 会 議 員 全 員 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，厚生労働大臣， 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

医療機関への財政支援及び公衆衛生の充実・強化を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症対策の最前線に立つ医療機関をはじめ，その他の医療機関におい

ても，コロナ禍により経営上大きな支障が生じている。 

このため，国・府だけでなく，基礎自治体である本市としても，帰国者・接触者外来設置医

療機関や入院患者の受入医療機関に対して支援金を交付したほか，感染リスクを抱えながら

も，市民生活を維持するための医療を提供いただいたことへ感謝の意をお伝えし，今後の感染

拡大に備え，引き続きお力を尽くしていただけるよう，市民や企業等の皆様から頂いた御寄付

や，我々，市会議員の報酬削減分に独自財源も加え，「支え合い支援金」による支援を行って

いるところである。また，国においても，新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の抜

本的な拡充や診療報酬の増額など，充実を図っていく方向にあるが，更なる対応が必要である。 

よって国におかれては，医療機関の状況を的確に把握するとともに，引き続き，財政支援を

はじめとした支援策を積極的に講じていくことを求める。また，医療体制とともに，クラスタ

ー対策をはじめ，感染症対策を最前線で担う市町村の公衆衛生の更なる充実・強化も欠かせな

い。とりわけ，都道府県のみならず，保健所設置自治体に対して，保健所の人員体制や機能強

化に向けた支援の強化や一層の負担軽減などに，速やかに取り組むことを求める。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１１号 

 

義務教育における３０人学級の推進を求める意見書の提出について 

 

義務教育における３０人学級の推進を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか６１名 

                       自民党市議団，日 本 共 産 党 市 議 団， 

公明党市議団，民主・市民フォーラム， 

                       京都党市議団，無所属 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，文部科学大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

義務教育における３０人学級の推進を求める意見書 

 

京都市においては，新型コロナウイルス感染症の拡大により長期にわたる休校措置の後，６

月からの学校再開に際しては，国の施策や補正予算を最大限活用しながら，学習指導員やスク

ールサポートスタッフ等の配置や，消毒液や体温計等の保健衛生用品の配備など，学校現場へ

の支援を行っている。また，子どもたちが楽しみにしている運動会や文化祭，修学旅行は実施

しつつ，授業時間の確保の観点から学校行事の精査や教育課程の工夫を行い，教育活動を進め

ている。 

また，国のＧＩＧＡスクール構想を踏まえた一人一台のＰＣ端末の整備を進め，子どもたち

一人一人の状況や学習定着度等に応じたきめ細かな指導の充実にも取り組んでいる。 

こうした中でも，次代を見据え，またコロナ禍の中での新しい生活様式の下で，一人一人の

子どもたちが可能性を最大限に発揮するための教育活動の充実を図る必要がある。また，今後

更なる感染症拡大等の非常事態下にあっても，身体的距離の確保など，全ての子どもたちに最

適な学びを保障する指導体制の整備を行うことが喫緊の課題である。 

国において，３０人学級の実現のための議論が進められていることは，教育の機会均等，ま

た最適な学びの保障という観点からも大変心強いと感じている。 

よって国におかれては，３０人学級の実現は，義務教育という日本の教育政策の根幹に関わ

る部分であることも十分に踏まえ，「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関

する法律」を改正し，法改正の後は，全国一律に教育条件の向上に向けて，適切な定数措置と

財政措置が行われることを要望する。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１２号 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の

確保を求める意見書の提出について 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し地方税財源の確保を求

める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                 提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか４７名 

                      自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団， 

                      民主・市民フォーラム，京都党市議団， 

                      日本維新の会市議団，無所属 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣， 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地方財政の急激な悪化に対し 

地方税財源の確保を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症が世界的にまん延し，我が国は，戦後最大の経済危機に直面して

いる。地域経済にも大きな影響が及び，本年度はもとより来年度においても，地方税などの一

般財源の激減が避け難くなっている。 

地方自治体では，医療介護，子育て支援，防災・減災，雇用の確保などの喫緊の財政需要へ

の対応をはじめ，長期化する感染症対策にも迫られ，地方財政は巨額の財政不足が生じ，これ

までにない厳しい状況に陥ることが予想される。 

よって国におかれては，令和３年度地方財政対策及び地方税制改正に向け，下記事項を確実

に実現されるよう，強く要望する。 

 

記 

 

１ 地方の安定的な財政運営に必要な地方税，地方交付税などの一般財源総額を確保するこ

と。また，臨時財政対策債を速やかに廃止し，地方財源不足の解消は地方交付税の法定率の

引上げなどにより対応すること。 

２ 地方交付税については，引き続き財源保障機能と財源調整機能の両機能が適切に発揮でき

るよう総額を確保すること。 

３ 令和２年度の地方税収が大幅に減収となることが予想されることから，思い切った減収補

填措置を講じるとともに，減収補填債の対象となる税目についても，地方消費税を含め弾力

的に対応すること。 

４ 税源の偏在性が小さく，税収が安定的な地方税体系の構築に努めるとともに，国税・地方 

税の政策税制については，積極的な整理・合理化を図り，新設・拡充・継続に当たっては， 
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有効性・緊急性を厳格に判断すること。 

５ とりわけ，固定資産税は，市町村の極めて重要な基幹税であり，制度の根幹に影響する見

直しは，土地・家屋・償却資産を問わず，断じて行わないこと。先の緊急経済対策として講

じた特例措置は，臨時・異例の措置として，やむを得ないものであったが，本来国庫補助金

などにより対応すべきものである。よって，今回限りの措置とし，期限の到来をもって確実

に終了すること。 

６ 事業所税は，都市の重要性が高まる中，都市環境の整備・改善に関する事業の費用に充て

る目的税として，都市運営に欠かせない貴重な財源となっており，制度の根幹に影響する見

直しは断じて行わないこと。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１３号 

 

防災・減災，国土強靱化対策の継続・拡充を求める意見書の提出について 

 

 防災・減災，国土強靱化対策の継続・拡充を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか３６名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団， 

                       日本維新の会市議団，無所属 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，国土交通大臣， 

国土強靭化担当大臣， 

内閣府特命担当大臣（防災） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

防災・減災，国土強靱化対策の継続・拡充を求める意見書 

 

現在，異常な気候変動の影響を受け，世界各地でその甚大な被害が発生しており，我が国で

も，豪雨，河川の氾濫，土砂崩落，地震，高潮，暴風・波浪，豪雪など，自然災害の頻発化・

激甚化にさらされている。京都市においても，本年７月の豪雨では，土砂崩れや路肩の崩落な

どが発生し，緊急輸送道路を含む１０の路線で通行止めとなり，市民生活や社会経済活動への

影響が生じた。このような甚大な自然災害に事前から備え，国民の生命・財産を守る防災・減

災，国土強靱化は，一層その重要性を増しており，喫緊の課題となっている。 

こうした状況を受け，国においては，重要インフラの緊急点検や過去の災害から得られた知

見を踏まえ，国土強靱化を加速化・進化させていくことを目的に，「国土強靱化基本計画」を

改訂するとともに，重点化すべきプログラム等を推進するための「防災・減災，国土強靱化の

ための３か年緊急対策」を策定し，集中的に取り組み，京都市においても，橋りょうの耐震化

や道路のり面対策を鋭意進めているが，この３か年緊急対策の期限が令和３年３月末までとな

っている。  

現状では，これまでに経験のない豪雨による河川の氾濫・堤防の決壊，山間部の土砂災害等

により多くの尊い命が奪われるなど，犠牲者は後を絶たない。今後起こり得る大規模自然災害

の被害を最小限に抑え，迅速な復旧・復興へとつながる「防災・減災，国土強靱化」をより一

層進めるためには，十分な予算の安定的かつ継続的な確保が必須である。 

よって国におかれては，下記の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記  
 

１ 令和２年度末が期限の「防災・減災，国土強靱化のための３か年緊急対策」の更なる延長

と拡充を行うこと。 

２ 地方自治体が国土強靱化地域計画に基づき実施する対策に必要な予算の総額の確保を図

ること。 
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３ 災害復旧・災害関連予算の確保や補助対象の拡大を図るとともに，国土強靱化のための財 

源を安定的に確保するための措置を講じること。また，その配分に当たっては，社会資本整

備が遅れている地方に十分配慮すること。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１４号 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切な介護報酬への改定を求める意見 

書の提出について 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切な介護報酬への改定を求める意見書を次の

とおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか３６名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団， 

                       日本維新の会市議団，無所属 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，厚生労働大臣， 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた適切な介護報酬への改定を求める意見書 

 

 介護サービス事業所に対しては，厚生労働省から，本年６月１日付けで「新型コロナウイル

ス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第１２報）」が

示され，通所系サービスと短期入所系サービスについては，本年６月から，利用者の事前同意

があれば，一定回数に限り，実際のサービス提供内容よりも高い区分の介護報酬を算定できる

臨時的取扱いが設けられた。 

この臨時的取扱いについては，新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う利用控え等によ

り，通所系サービス等で，介護報酬による収入が減少している中，感染対策に係る介護サービ

ス事業所のコストを適正に評価するために，あくまで臨時的に実施されているものと理解して

いるが，利用者に対する負担が増加するものとなっている。 

よって国におかれては，介護保険制度が全国一律の制度であり，介護報酬は国が定めている

ことから，令和３年度からの次期介護報酬改定において，適切な感染予防対策を徹底した形で

事業継続が可能であり，利用者にも理解が得られる内容の介護報酬を設定するように強く求め

る。 

  

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１５号 

 

介護サービス事業所の減収対策について，介護報酬の特例措置を中止し直接支援を

求める意見書の提出について 

 

 介護サービス事業所の減収対策について，介護報酬の特例措置を中止し直接支援を求める意 

見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                    提出者  市会議員 赤阪 仁 ほか１７名 

                         （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，厚生労働大臣， 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

介護サービス事業所の減収対策について，介護報酬の特例措置を中止し      

直接支援を求める意見書 

 

厚生労働省は，６月１日に事務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所

の人員基準等の臨時的な取扱いについて（第１２報）」を示し，通所系サービスは，２区分上

位の報酬区分を請求できることとした。 

全国では，この特例措置により介護現場は混乱し，利用者からは利用料の負担増に疑問の声

が広がっている。６月２５日の社会保障審議会介護給付費分科会においても，「利用していな

いサービスの分まで自己負担として利用料が増えるのはおかしい」などと意見が上がってい

る。利用者の同意を得ることが前提であり，利用者間の公平性が担保されない問題も生じてい

る。利用者の中には，区分支給限度基準額を超え，自費が発生する事態も生まれ，ケアマネジ

ャーはサービス調整に多大な時間が掛かる。また，介護サービス事業所は説明に苦慮するなど，

様々な困難がもたらされている。 

全国では，上乗せ分を補助する地方自治体もあるが，本来，新型コロナウイルス感染症のた

めに起こっている介護サービス事業所の減収の対策は，国の責任で直接支援するべきである。 

よって国におかれては，介護サービス事業所の減収対策は，現在の特例措置を中止し，直接

支援へと切り替えることを強く求める。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１６号 

 

地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書の提出について 

 

地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか３６名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団， 

                       日本維新の会市議団，無所属 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，行政改革担当大臣， 

デジタル改革担当大臣， 

情報通信技術（ＩＴ）政策担当大臣， 

内閣府特命担当大臣（マイナンバー制度） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

地方自治体のデジタル化の着実な推進を求める意見書 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大により，これまで取り組んできたデジタル化の推進に

ついて様々な課題が浮き彫りになった。こうした事態を受け，７月１７日に閣議決定された「世

界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」において，我が国をデジタル

技術により強靱化させ，我が国経済を再起動するとの考えの下，「国民の利便性を向上させる，

デジタル化」，「効率化の追求を目指した，デジタル化」，「データの資源化と最大活用に繋がる，

デジタル化」，「安心・安全の追求を前提とした，デジタル化」，「人にやさしい，デジタル化」

の実現のため，本格的・抜本的な社会全体の取組を進めるとの姿勢を示した。 

また，政府の第３２次地方制度調査会において，地方行政のデジタル化の推進などを盛り込

んだ「地方行政体制のあり方等に関する答申」が提出され，社会全体で徹底した取組が進むこ

とで，東京一極集中による人口の過度の偏在の緩和や，これによる大規模な自然災害や感染症

等のリスクの低減も期待できるとして，国の果たすべき役割について大きな期待を寄せてい

る。 

よって国におかれては，地方自治体のデジタル化の着実な推進を図るため，下記の事項を実

施するよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 法令やガイドライン等により書面や対面・押印が義務付けられているものについて，可能

な限り，簡易にオンラインで実現できる仕組みを構築すること。特に，マイナンバーカード

の更新手続のオンライン化を実現すること。 

２ 情報システムの標準化・共通化，クラウド活用を促進すること。また，法定受託事務につ

いても，業務プロセスの標準化を図り，自治体がクラウドサービスを利用できる仕組みを検

討すること。 
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３ 令和３年度から令和４年度にかけて全国の自治体で更新が予定されている自治体情報セ

キュリティクラウドについて，導入時と同様の財政措置を講じること。 

４ 今後の制度改正に伴うシステム改修を行う際には，地方の事務処理の実態を正確に把握す

るとともに，地方公共団体の負担とならないよう，十分な人的支援及び財政措置を講じるこ

と。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

 

-76-



 

市会議第１７号 

 

コンビニ交付サービスを活用したり災証明書の交付を求める意見書の提出について 

 

 コンビニ交付サービスを活用したり災証明書の交付を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか３６名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団， 

                       日本維新の会市議団，無所属 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，内閣府特命担当大臣（防災）， 

内閣府特命担当大臣（マイナンバー制度） 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

コンビニ交付サービスを活用したり災証明書の交付を求める意見書 

 

気候変動に伴う台風や豪雨等による大規模な水害などが近年頻発し，更に激甚化する自然災

害に効果的・効率的に対応するため，情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した新たなサービスを活

用することが，社会基盤の構築のために重要である。さらに，新型コロナウイルス感染症の影

響により，災害と感染症に複合的に見舞われる事態が現実に起こり始め，今後，その深刻度が

増すことが懸念されるようになったことで，その重要性が一層高まっている。 

各地方公共団体は，災害対策基本法第９０条の２に基づき，自然災害（風水害，地震，津波

等）などにより家屋などが破損した場合，その程度を判定し証明するり災証明書を発行しなけ

ればならないが，その証明書の申請も交付も，現状は被災者が市町村の窓口に赴かなければな

らない。災害時の移動は困難を極めるうえ，地域によっては役所まで車で数十分以上掛かる場

合もある。さらに，災害時には役所窓口の人手不足も想定されることに加え，新型コロナウイ

ルス感染症の拡大防止の観点からも，クラスターを発生させないため，来庁者を減らすことが

重要である。 

よって国におかれては，下記の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ り災証明書からマイナンバーを活用した被災者情報を管理する台帳の作成までを一貫し

て担うことができるシステムを構築・整備し，システム未整備の自治体を含む全国の自治体

が共同利用できるようにすること。 

２ また，全国５万箇所以上の，キオスク端末（マルチコピー機）が設置されたコンビニエン

スストアの，マイナンバーによるコンビニ交付サービスを活用して，避難先等でもり災証明

書を交付できるようにすること。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第１８号 

 

ＧＩＧＡスクール構想への継続的な財政支援を求める意見書の提出について 

 

 ＧＩＧＡスクール構想への継続的な財政支援を求める意見書を次のとおり提出する。 

 

令和２年１０月２７日提出 

 

                  提出者  市会議員 井上 よしひろ ほか３５名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団， 

                       日本維新の会市議団 

 

 

                             令和  年  月  日 

 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，文部科学大臣 宛て 

 

                           京 都 市 会 議 長 名 

 

ＧＩＧＡスクール構想への継続的な財政支援を求める意見書 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０を生きる子どもたちに相応しい，誰一人取り残すことのない公正に個

別化された，創造性を育む学びを実現するため，「１人１台端末」と学校における高速通信ネ

ットワークを整備するＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた取組が進められる中，新型コロナ

ウイルス感染症への対応を踏まえ，令和２年４月７日に閣議決定された「新型コロナウイルス

感染症緊急経済対策」において，令和５年度までの児童生徒の１人１台端末の整備スケジュー

ルの加速，学校現場へのＩＣＴ技術者の配置の支援，在宅・オンライン学習に必要な通信環境

の整備を図ること等が示された。 

これを踏まえ，令和２年度国補正予算において，ＧＩＧＡスクール構想の早期実現のための

予算措置が実現するとともに，新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用事例

として，ＧＩＧＡスクール構想への活用が示された。 

本市においても，こうした国の財政措置を最大限活用し，令和２年度補正予算において，教

職員も含めた約１０万２千台の１人１台のＰＣ端末や大型提示装置，高性能カメラの整備，ま

た，ＧＩＧＡスクールサポーターの配置等を行うこととし，特に，２学期以降の臨時休業措置

に備えた最終学年の小学校６年生・中学校３年生分と自宅にＩＣＴ環境が整わない家庭向けの

計３万５千台については９月中に先行配備し，今年度中の完了に向け，全１０万２千台の整備

に取り組むなど，子どもたち一人一人の状況や学習定着度等に応じたきめ細かな指導の充実に

向け，取組を進めているところである。 

もとより，これからの子どもたちの学びにとって１人１台のＰＣ端末が必要不可欠となる

中，早ければ４年後にも更新期を迎えると言われる状況の下，各自治体の財政状況に左右され

ず，教育の機会均等という国の教育施策の骨幹として，ＧＩＧＡスクール構想を持続可能な取

組とするためには，今後とも，国における財政措置が不可欠となる。 

よって国におかれては，各自治体のＰＣ端末整備完了後における機器の保守管理や端末更新

に係る費用及び自宅に通信環境のない家庭における在宅での端末活用に伴う通信回線使用料

等について，継続的かつ十分な財政措置を講じることを強く要望する。 

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

-78-



■ 請願審査結果 

（令和2年10月27日現在） 

 総務消防委員会 

受理番号 件名 受理年月日 処理結果 

784 京都市市税条例の個人市民税減免基準の継続 2.9.28 2.10.27継続審査 

785～899 消費税率5パーセント以下への引下げの要請 2.9.28 2.10.27不採択 

900～949 消費税率5パーセント以下への引下げの要請 2.9.28 2.10.27不採択 

 教育福祉委員会 

受理番号 件名 受理年月日 処理結果 

950 医療機関等への緊急支援 2.9.28 2.10.27継続審査 

951 
介護サービス事業所の人員基準等の取扱いの

是正 
2.9.28 2.10.27継続審査 

952 医療機関等への緊急財政支援 2.9.28 2.10.27継続審査 

953 少人数学級の実現の要請 2.9.28 2.10.27継続審査 
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（令和2年10月27日現在） 

区 分 

請 願 受 理 及 び 処 理 件 数 陳

情

受

理

件

数 

受 理 件 数 処 理 件 数 

継続 
繰越し 新 計 採択 不採択 

審議 

未了 
取下げ 計 

総務消防委員会 0 166 166 0 165 0 0 165 1 30 

文化環境委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

教育福祉委員会 0 4 4 0 0 0 0 0 4 11 

まちづくり委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

産業交通水道委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

計 0 170 170 0 165 0 0 165 5 47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 請願等受理及び処理件数一覧 
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■ 特記事項 

 

寄附受納式（市会議場 VR 映像及び再生機材）を執行 

 令和 2 年 10 月 30 日，京都土地家屋調査士会から，土地家屋調査士制度制定 70 周年事

業の一環として，京都市会議場の VR 映像データ及び再生機材一式の寄付の申出をいただ

き，山本議長，青野副議長，寺田議員及び門川市長が出席し，寄付受納式を執り行った。 

 式典では，京都土地家屋調査士会から，会長をはじめ 8 名の方に出席いただき，寄附

物品を受納した後，山本議長及び門川市長から感謝状を贈呈した。 

 

本会議等の傍聴の自粛に係るお願いを発出 

 令和 2 年 9 月 18 日，新型コロナウイルス感染症の予防及び拡大防止のため，当面の間，

本会議の傍聴をできるだけ控えていただく旨のお願いを発出した。 

-81-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 行  京都市会事務局調査課 

 

TEL ０７５－２２２－３６９７ 

FAX ０７５－２２２－３７１３ 

 

 


